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１．はじめに

本稿の目的は，大学および公的機関の技術

シードを土台に出発した潜在的成長の可能性の

高い韓国ベンチャー企業（High Tech Start

Up，以下HS）の創業プロセスを諸々の制度的

要因（社会的，文化的，歴史的，制度的要因）と

の関係において考察することにある。特に，HS

創出を活性化させるための大学および公的機関

の役割と機能に関する政策的提言を導き出すの

に本研究が重要な寄与をなしうるであろう。

まず，本稿ではHSを「大学や研究機関の最

先端技術シードを土台に創業して，潜在的市場

と事業の付加価値が大きく，雇用問題等の社会

問題まで解決しうる可能性が無限である企業」

と定義する。HSに関する先行研究はそれほど

多くないが，現存する大部分の研究は米国や

ヨーロッパのHS創出に関する研究である。韓

国の場合，大学や政府外郭研究機関の一部の学

者たちを中心に，欧米の研究成果を韓国のHS

創出メカニズムと関連させようとする努力が見

られた。ところが，米国やヨーロッパで成功し

たHS創出メカニズムをそのまま韓国に適用し

ようとする場合，各国の環境と合わず様々な問

題を惹起しうる。だが，韓国の状況に適してい

るHS創出メカニズムを設計するために各国の

HS創出メカニズムを分析することは意味のあ

る作業であると考えている。まず本稿では韓国

のHS創出メカニズムを詳細に分析するため

に，韓国政府のHSおよびベンチャー関連支援

策などの巨視的な観点における分析を行う。続

けていくつかの個別事例記述を通して，ベン

チャー企業の起業家活動，経営戦略，組織運営

など微視的な観点からの分析を試みることにす

る。

本稿は次のように構成される。まず巨視的な

観点から韓国ベンチャー産業の歴史とベン

チャー産業の主要状況とを韓国のHS創出に関

連する全般的な制度との関係の中で整理する。

次に，韓国電子通信研究所，韓国科学技術院等

の大学および研究機関の研究実績とベンチャー

創業の実態を重点的に解明し，政府，企業，研

究機関の間の産・学・官協力関係を多角的に考

察する。最後に，韓国のHS創出に関連する全

般的な制度調査と個別の事例を通して導き出さ

れた暫定的な結論と示唆点を記述する。

本研究では教育・研究両面において有意義な

実体調査を実施し，今後の個別事例調査を行う

ための土台作りをおこなう。本稿は主に豊富な

二次資料を用いて作成しているが，今後HSに

関する個別事例の作成にあたり，必要に応じて

インタビュー調査，会社内部資料などの一次

データの確保による追加執筆作業も考慮してい

る。

２．韓国ベンチャー産業全般の変遷史および主

な状況

米国において，ベンチャー企業は自然発生的

に発展してきたが，韓国のベンチャー企業は政

府が先端技術の事業化を促進するために，つま

り政策の一環として登場することになった。

１９８０年代中頃，「創業支援法」，「新技術事業金

融支援に関する法律」等のようなベンチャー

経済学研究 ６１－４
北海道大学 ２０１２．３
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キャピタル関係法が制定され，少数ではある

が，ベンチャー企業が設立され始めた。しか

し，政策の実現のために誕生したベンチャー

キャピタルは，営業および投資活動で相当な規

制を受けたのはもちろん，投資対象の不足と回

収市場の未発達という悪条件下で始まらざるを

えなかった。投資対象の不足と回収市場の不備

という障害は以降１０年以上持続して，１９９０年

代半ばになっても，韓国はベンチャー企業が成

功するのに適切でない場所という見解が支配的

であった。

以降韓国政府は，１９９６年にコスダック市場

を発足してベンチャーキャピタルの投資回収市

場を整備し，１９９７年には「ベンチャー企業育成

のための特別法」を制定することによってベン

チャー産業に対する積極的な支援政策を繰り広

げ始めた。このような政府の各種支援政策によ

りベンチャー産業躍進の契機が整ったが，すぐ

に通貨危機が訪れ，すべての努力が水泡に帰す

状況に直面することになった。

しかし，１９９０年代後半に様々な国内外の要

因が互いに上昇作用を起こしながら，韓国のベ

ンチャー産業は胎動以来の最大の好況期をむか

える。世界的なベンチャーブームとインター

ネットおよび情報通信技術の発達は，新たな市

場と技術機会を拡大させた。そのため政府のベ

ンチャー企業育成政策，通貨危機以降の構造改

革，コスダック市場の急成長，創業投資会社の

投資活性化等勢いを増して，ベンチャー企業の

創業が幾何級数的に増加した。急成長するベン

チャー企業は単純に新しい形態の企業群の登場

にとどまるものでなく，韓国経済および社会構

造の根本的な変化に肯定的に寄与しているもの

と評価された。

このような構造変化と市場の形成は，韓国ベ

ンチャー産業が公的機関による成長から市場に

よる成長段階に転換する契機をなした。たとえ

成長初期ではあれ，市場に基づいた成長という

新たな発展局面に入ったことでベンチャー産業

は韓国を世界超一流の経済大国にさせる有力な

分野として浮上するまでになった。しかし韓国

のベンチャー産業は２０００年以降の世界的な IT

産業の沈滞，ベンチャー企業のモラルハザード

による投資家の信頼喪失，コスダック市場の暴

落，ベンチャー産業に対するバラ色の展望の崩

壊等により大きな困難を経験している。これに

よって単に一時的なベンチャーブーム，または

ベンチャーバブルであったという懐疑的な声も

増幅した。もちろん最近，回復の兆しが現れて

いるが，現在のところ，沈滞局面が長期化して

おり，本格的な再飛躍には時間がかかるものと

見られる。

２‐１ 韓国におけるベンチャー企業に関する

定義

一般的にベンチャー企業というのは，ハイリ

スク，ハイリターンの新規事業を意味し，米国

の場合，総じてベンチャーキャピタルが投資し

た企業をベンチャー企業と呼んでいる。勿論，

学者によっては上述したベンチャー企業の定義

そのものに問題があると指摘する場合も多

い１）。ここでは，韓国におけるベンチャーの一

般的な定義を紹介することにする。

韓国は事業の新規か否かと関係なく，「ベン

チャー企業育成に関する特別措置法（１９９７）」で

指定した要件を満たしてベンチャー企業として

指定・登録されれば，このような企業をベン

チャー企業と定義する独特の制度を有してい

る。こうした韓国的特異性のために，ベン

チャー認証企業の数が急増したことをもって真

の意味でベンチャー企業が急増したと解釈する

ことはできない。ベンチャー企業と指定される

ためには，次の＜図表１＞の４種類の要件中の

一つを充足させればよい。

１）金井（２００２）他は従来のベンチャー企業の定義を４
つに分類し，ハイリスク，イノベーション，高成
長，起業家活動をその特徴として指摘した。彼ら
は「起業家によって率いられた革新的な中小企業」
がベンチャー企業であると定義している。

経 済 学 研 究 ６１－４29098（ ）
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しかし，ベンチャー企業指定制度の問題点が

引き続き提起されることによって，政府は２０１１

年にベンチャー企業指定要件および指定手続き

に対する一部補完措置を実施した。「ベン

チャー企業育成に関する特別措置法」によりベ

ンチャー企業確認類型を既存の４つから次の＜

図表２＞のように５類型に変更したのである。

この措置はベンチャー企業のM&Aを活性化

しようとする目的も有している。

２‐２ 韓国ベンチャー産業変遷史

韓国のベンチャー企業は過去２０年間，胎動

期，成長期，飛躍期，調整期，再跳躍期を経て

発展してきた。胎動期は第１世代ベンチャー企

業が登場した１９８６年から１９９５年まで，成長期

はコスダックの設立と「ベンチャー企業育成法」

を制定した１９９６年から１９９７年までに区分する

ことができる。飛躍期はコスダックの急成長と

ともにベンチャー企業に対する投資が活性化

類 型 ベンチャー企業指定要件

ベンチャーキャピ
タル投資型

ベンチャーキャピタルの株式引受総額が資本金１０％以上である企業

研究開発集約型 直前事業年度の総売上高に対する研究開発費の比率が５％以上である企業

特許新技術型
特許権または実用新案権，あるいは他の法律による技術開発事業で，大統領令の定める事業によ
り開発された新技術により生産された製品が，直前事業年度売上高の５０％以上あるいは輸出が
売上高の２５％以上である企業

ベンチャー企業評
価機関優秀評価型

創業中である企業で中小企業振興公団，技術信用保証基金，その他の認定された機関が技術性お
よび事業化能力が優秀であると評価した企業

資料：１）ベンチャー企業育成に関する特別措置法（１９９７年）
２）ベンチャー企業育成に関する特別措置法施行規則（１９９５．５．１８改正）
３）ベンチャー企業育成に関する特別措置法施行令（１９９９．５．２４改正）
４）ベンチャー企業確認要領，中小企業庁告示第２０００‐６号，２０００．５．３０．

＜図表１＞ １９９７年ベンチャー企業指定制度に基づいた韓国ベンチャー企業の定義

資料：ベンチャー企業育成に関する特別措置法（２０１１年）

類 型 ベンチャー企業指定要件

ベンチャーキャピ
タル投資型

ベンチャー投資機関からもらった投資金額が資本金の１０％以上である企業。（但し，文化商品を
製作する法人は資本金の７％以上であること）

研究開発集約型

技術開発促進法第７条の規定により企業付設研究所の保有
（韓国産業技術振興協会から認定された企業付設研究所の保有）
業歴によって下の基準を充足すること
�．創業３年以上の企業：ベンチャー確認要請日が属する四半期の直前第４四半期の年間研究開
発費が５千万ウォン以上，年間売上げに対する研究開発比率が一定基準以上。
�．創業３年未満の企業：確認要請日が属する四半期の直前第４四半期の年間研究費が５千万
ウォン以上であること。

技術評価保証企業
�．技術保証基金から技術性が優秀なことで評価。
�．技術保証基金の保証（保証可能金額含め），又は中小企業振興工団の貸出しを純粋信用でもら
うこと。

技術評価貸出し
企業

�．中小企業振興工団から技術性が優秀なことで評価。
�．中小企業振興工団の貸出し（保証可能金額含め）を純粋信用でもらうこと。
※創業後１年未満の企業：保証，又は貸出し金額が４千万ウォン以上。

予備ベンチャー
企業

法人の設立，又は事業者登録を準備中の者で，中小企業振興工団から技術性が優秀なことで評
価。

＜図表２＞ ２０１１年ベンチャー企業指定制度に基づいた韓国ベンチャー企業の定義

２０１２．３ ハイテックスタートアップス（HS）支援の現状と課題 金 29199（ ）
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大企業・中小企業 大学・研究所ベンチャー企業

し，有能な人材がベンチャー企業に移動した

１９９９年から２００１年までと見ることができる。

そしてナスダック市場とコスダック市場がとも

に下落してベンチャー産業の本格的な調整局面

を迎えた２００２年から２００５年までを調整期に区

分した。再跳躍期は２００６年から現在までを示

し，ベンチャー業界に対する社会的信頼が回復

した時期を指す（李ミンファ（２０００），聖ソミ

（２００１），韓ジョンファ（２００８））。

２‐２‐１ 胎動期（１９８６～１９９５）：ベンチャー企

業の登場

韓国ベンチャー産業の胎動期は創業支援法が

公表された１９８６年から本格的な成長が開始さ

れる直前である１９９５年までの約１０年間と見る

ことができる。１９８０年代半ば，韓国科学技術

院とソウル大学出身の若い工学徒らが自分たち

の技術力とアイディアをもって創業する現象が

見られた。以降ベンチャー企業の創業が一つ二

つと出現し，創業支援法による民間創業投資会

社が発展した。しかし，この時期は産業である

と定義しにくいほどベンチャー産業成長の基盤

が不十分で，各部門間の有機的協力関係もあま

り見られなかった（ユンスンヒ（２００３））。

８０年代に出現した第１世代ベンチャー企業

としては，キューニックスコンピュータ，メ

ディソン，未来産業，大学生ベンチャー企業第

１号であるビットコンピュータ等をあげること

ができる。胎動期に設立された企業は，主に大

企業および中小企業からのスピンアウト，大学

と研究所の実験室を中心にした創業が大部分を

占めた（＜図表３＞参照）。この時期は実験精神

を備えた実業家らが中心になった時代で，政府

やベンチャーキャピタル等の投資や後援者もな

かっただけでなく，資金を調達するだけの株式

市場もまだ活性化していなかった。これによっ

て第１世代ベンチャー企業は飛び抜けた技術力

を有しているにもかかわらず，資金問題で相当

な苦戦を強いられた。

第１世代に続いた第２世代ベンチャー企業

は，１９８８年のソウルオリンピック特需と低オ

イル価格，低金利，低為替レートの３低好況を

基盤に誕生した。また「中小企業創業支援法」が

制定され，創業投資会社のベンチャー企業投資

が始まった時期である。例えば，オリンピック

電算システムを担当したハンディーソフトもこ

の時期に創業の基礎を固め，ターボテック，HU-

MAX，ピューチャーシステム，ハングルとコ

ンピュータ等もこの時期に創業した。これら第

２世代ベンチャー企業はライフサイクルが短い

ベンチャー産業において，現在まで中堅企業と

して位置している。

ベンチャー産業胎動期に，政府はベンチャー

企業を含む中小企業の発展を支援するための政

策的基礎を固めていた。１９８０年代半ば以降，

政府は大企業中心の政策から脱し，創業企業に

対する支援政策を本格的に推進していた。これ

は中小企業特有の柔軟性を土台にした先端技術

の重要性と，地方に多数散在している中小企業

の成長を通じた地域均衡発展に政府が関心を持

ち始めたためである。また先進国の保護貿易主

義が強化され，知識集約的産業で優位を獲得す

ることのできる韓国固有の先端技術開発の必要

性を痛感したためでもある。

こうした背景下で，政府は１９８６年４月，「中

小企業創業支援法」を制定して中小企業の設立

を促進し，創業された中小企業が成長できるよ

うに積極的に支援した。特にこの法律は農漁村

地域で中小企業の設立を促進することによっ

て，中小企業の発展と地域間のバランスがとれ

＜図表３＞ 韓国ベンチャー産業胎動期の創業形態（李ミンファ（２０００））

経 済 学 研 究 ６１－４292100（ ）
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大企業・中小企業
大学・研究所

政府

コスダック市場

ベンチャー投資家　
エンジェル投資家　

ベンチャーキャピタルリスト

た成長を通して，堅実な産業構造の構築に寄与

することを目的に，産業資源部が中心になって

制定した。

ベンチャー企業の成長に寄与したもう一つの

政府の政策は，１９８６年１２月に制定された「新

技術事業金融支援法」である。この法律は新技

術事業金融会社を健全に育成および支援し技術

信用保証基金制度を定着・発展させることに

よって，新技術事業に対する資金の供給を円滑

にすることを目的としていた。こうした政府の

政策を背景に，技術開発の可能性と成長潜在力

の大きなベンチャー企業に対する支援が強化さ

れて，ベンチャーキャピタルが制度として定着

するに至った。

２‐２‐２ 成長期（１９９６～１９９８）：ベンチャー企

業関連制度および政策整備

韓国ベンチャー産業は１９９６年以降急激な成

長を迎えた。１９８０年代を経て１９９０年代半ばに

至るまで多くのベンチャー企業が出現したが，

それを支える制度的，政策的基盤の不備によ

り，大きな成果をあげられなかった。それに政

府は，ベンチャーキャピタル，コスダック市

場，インキュベーション機関等，ベンチャー産

業の成長に必要な基盤を作り，これによってベ

ンチャー産業が次第に姿を現し始めた。１９９５

年１２月の社団法人ベンチャー企業協会の誕

生，１９９６年７月のベンチャー企業への投資を

活性化するためのコスダック市場の設立，１９９７

年８月のベンチャー企業育成の法的基礎を固め

た「ベンチャー企業育成に関する特別措置法」の

制定等を契機に，韓国ベンチャー産業発展の基

盤が構築された（＜図表４＞参照）。それぞれが

どのようにベンチャー産業の発展に寄与したか

を見てみることにしよう。

第１世代と第２世代ベンチャー企業人が中心

になって作ったベンチャー企業協会（Korea

Venture Association，KOVA）は，ベンチャー

企業成長の重要な出発点となる役割を果たし，

ベンチャー企業関連政策の開発に大きく寄与し

た。例えば，当時のベンチャー企業の最も大き

な課題は，技術力はあるが技術を担保として資

金を確保できないという点であった。そのた

め，１９９６年１月から生産技術研究院の産業技

術政策研究所と共同で技術担保制度専門家協議

会を構成して，毎月政策開発のための集まりを

持ち始めた。技術担保制度導入策のための需要

調査を実施して技術担保制度の需要を予測し，

技術評価システムの構築に関する基礎を整備し

た。これを土台にベンチャーフォーラムの開

催，中小企業庁長，通商産業部長官，経済副総

理招請懇談会等を通し，技術担保制度の導入を

推進した。

政府は８０年代初めから中小企業および先端

ベンチャー企業育成のために，これら企業に対

する税制および金融上の支援を強化し創業手続

きを簡素化する等の政策を推進した。こうした

政府の政策を支えるために，現実的に証券取引

市場を利用しにくい中小企業が証券市場で資金

を調達することができるように，コスダック市

＜図表４＞ 政府主導のベンチャー産業成長期（李ミンファ（２０００））

２０１２．３ ハイテックスタートアップス（HS）支援の現状と課題 金 293101（ ）
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大企業・中小企業
ベンチャー企業

大学・研究所
 ・実験室創業

ベンチャー企業

ベンチャーキャピタルリスト（政府投資家）

エンジェル投資

海外ベンチャーキャピタルリスト

政府

（第 3市場）
コスダック

場を設立した。コスダック市場は証券業協会が

運営する第二の証券市場として，高付加価値産

業である知識基盤中小企業およびベンチャー企

業が長期的かつ安定した資金を調達することの

できる場となり，投資家にはハイリスク・ハイ

リターンの投資機会を提供する役割を果たした

（鄭クサン（２０００））。

１９９７年に制定された「ベンチャー企業育成に

関する特別措置法」の基本目的は，既存中小企

業のベンチャー企業化とベンチャー企業の創業

促進である。この法律はベンチャー企業育成の

基盤を構築するために，資金供給の円滑化，技

術人材供給の円滑化，立地供給の円滑化等を主

な内容としている。ベンチャーキャピタルの拡

充のために年金基金（運用資金の１０％）のベン

チャー企業投資と創業投資組合出資を許容し，

外国人の創業投資組合出資に対する制限規定を

撤廃した。それとともにベンチャー投資資金と

配当収益に対する租税特典を強化した。

政府の積極的かつ直接的な支援政策は，国内

ベンチャー産業を短期間内に高成長させた原動

力である。しかし，こうした政府の主導的な努

力にもかかわらず，初期ベンチャー企業に対す

る投資活動は非常に低調であった。コスダック

市場が機能を果たせずにいる状況で投資回収が

不確実であると判断した投資家らが，ベン

チャー企業に投資することを敬遠したためであ

る。こうした理由により，制度的次元から政府

の投資家育成政策は大きな力を発揮することが

できなかった。

２‐２‐３ 飛躍期（１９９９～２００１）：ベンチャー産

業の活性化

韓国ベンチャー産業の飛躍期は１９９９年を起

点に始まったと見ることができる。成長期のベ

ンチャー産業が徹底して政府主導でなされたと

すれば，飛躍期のベンチャー産業は相当な民間

部門の参加がなされたことが特徴である。この

ように民間部門の参加が活発になるにつれ，韓

国のベンチャー産業はその構造を備え始めた

（＜図表５＞参照）。ソウルのテヘランバレーを

拠点に全国を襲ったベンチャー創業ブーム，

１９９９年度の１年間に１３倍の成長を示したコス

ダック市場の急膨張，ベンチャーキャピタルの

＜図表５＞ 民間参加のベンチャー産業飛躍期（李ミンファ（２０００））

経 済 学 研 究 ６１－４294102（ ）
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量的増加および投資増大，ベンチャー投資組合

およびエンジェル投資の量的拡大，大企業のベ

ンチャー投資拡大等により，ベンチャー産業全

体が活性化した時期である。

この時期のベンチャー産業は内容面で成長期

に比べて著しい変化が生じた。主な変化として

は，第一に全体的なベンチャー産業循環の枠組

みが形を現し始めた。すなわち，ある一経済主

体によって産業が展開されるより，ベンチャー

企業，投資家，株式市場，政府等すべての利害

関係者が各自の必要性から産業活動の連係を結

び始めた。

第二に，政府はベンチャー産業のすべての活

動を主導する中心リーダーではなく，民間部門

と同調する体系を維持しながらベンチャー企業

を後援する形態へとその役割が変貌した。これ

はコスダック市場の急膨張と政府の政策変化か

ら始まった。コスダック市場の好況は民間ベン

チャー投資家の関心をベンチャー企業に集中さ

せる一助となり，政府もこうした傾向に便乗し

て，融資を通したベンチャー企業支援からベン

チャー企業に対する投資へその方式を転換し

た。

第三に，コスダック市場の好況と第三市場の

開設は多様な民間ベンチャー投資家の投資を誘

発し，彼らの投資指向を攻撃的にする一助と

なった。１９９９年初めには代表的なベンチャー

投資グループである創業投資会社とエンジェル

投資家らがコスダック登録直前の企業に投資し

て，登録後の相場差益をねらう短期性投資を主

としたが，第三市場開設以降は創業初期企業に

も投資が急増する等，かなり攻撃的に変貌し

た。

第四に，政府はベンチャー企業の海外進出を

図るために，海外ベンチャー投資家を国内ベン

チャー企業に投資するよう積極的な外国人投資

誘致政策を実施した。これによって海外ベン

チャーキャピタル資本が国内に流入しうる足が

かりが用意された。

最後に，大学，研究所，大企業等を主軸にベ

ンチャー企業創業が活性化された。特に，イン

ターネットが本格的に導入され，ベンチャー創

業戦線に飛び込んだ新生企業が急激に増加し

た。１９９９年末のベンチャー企業数は約５,０００に
達し，それらの大部分は新生ベンチャー企業で

あった。代表的な企業として，ネティアン，ネ

イバー，オークション，インターパーク，ジェ

イテル，インツードットコム，PSIA等をあげ

ることができる。

しかし，１９９９年から始まった本格的なベン

チャー飛躍期を通じて，韓国は世界のベン

チャー強国に成長することができる基礎を作っ

たが，短い期間の急速な量的増加は多くの問題

点を発生させた。

２‐２‐４ 調整期（２００１～２００５年）：ベンチャー

バブルの崩壊

１９９９年初めから始まった韓国のベンチャー

ブームは，予想と期待をはるかに超える速度で

広がった。コスダックベンチャー指数は１９９９

年３月の７７ポイントから２０００年３月には史上

最高値である７８７ポイントを記録した。しかし

過熱した韓国のベンチャーブームは急激な崩壊

過程へと続いた。コスダック市場のベンチャー

指数はベンチャーブームの頂点であった２０００

年３月に比べて１０分の１に暴落した。それに

より通貨危機克服の代わりに浮上してきた韓国

のベンチャー産業は崩壊危機直前の状況にまで

追い込まれ，本格的な調整局面を迎えることに

なる。

この時期には資本市場で期待を集めたベン

チャー企業の相当数が高収益の創出に失敗し，

期待した成長を実現できなかった。むしろいく

つかのベンチャー企業は過去の韓国財閥の業種

多角化戦略をそのまま踏襲したという非難を浴

び，一部ベンチャー企業のモラルハザードと腐

敗事件等の発生は資本市場におけるベンチャー

企業に対する投資家の信頼を大きく損ねた。そ

れによりコスダック市場のベンチャー企業株価

は連日，年最低値を記録し，投資資金回収が難

２０１２．３ ハイテックスタートアップス（HS）支援の現状と課題 金 295103（ ）
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しくなったベンチャーキャピタル会社が投資活

動を中断することによってベンチャー企業の金

づまりはよりいっそう深刻化した。またベン

チャー産業に駆せ参じた優秀人材等もベン

チャー企業を無視し始めた。それにより，未来

産業構築の代案としてのベンチャー産業への期

待は失望と非難に急変し始め，期待を集めたベ

ンチャー企業が倒産して，ベンチャー産業の崩

壊の危機の兆しまで見られた。

しかし，２０００年のバブル崩壊以降，最近に

なってまた韓国ベンチャー企業の回復の兆しが

現れている。コスダック市価総額２０大ベン

チャー企業（１９９９年末基準）のうち黒字を出し

た企業の数が２００２年の５から２００３年は１２，

２００４年上半期は１１に増加し，２つの企業がこ

の期間中持続して黒字を記録した。構造改革と

事業転換に力を注いだ優良ベンチャー企業の収

益性が徐々に改善しているのである（＜図表

６＞参考）。

具体的に２０００年バブル崩壊以降から２００４年

上半期までにおける利益の推移を基準にベン

チャーの成長類型を区分してみると，＜図表７＞

のように持続成長，危機克服，新規浮上，実績

急落の４つの類型に分類することができる。バ

ブル調整期は利益創出の有無によりベンチャー

の生存と成長が分かれた時期で，エヌシーソフ

ト，モアテク，ファインテクのように実績が引

き続き好調を維持している企業もあるが，収益

モデルを見つけられず実績が急激に下落する企

業も多かった。特に，既存企業と差別化された

新製品を市場に発表して高い収益を創出するこ

とで，新たに浮上しているレインコム，エムテ

クビジョン，NHN等は，困難な環境でもベン

チャー産業の回復をリードしている代表企業で

ある。

２‐２‐５ 再跳躍期（２００６～現在）：創造企業の

活性化とベンチャー協会の統合

韓国のベンチャー産業は調整期を経て，２００４

年１２月，韓国政府が発表した「ベンチャー活性

化のための金融・税制支援法案」と２００５年６月

の「ベンチャー活性化法案対策」を通じて部分的

に活力を取り戻した。８,０００社以下に縮小した
ベンチャー企業数は「ベンチャー再跳躍」政策以

後，再び増加し始め，＜図表８＞のように２００６

年１２,２１８社から２０１１年３月の２６,４２４社に増加
した。

ベンチャー再跳躍政策は瀕死状態だったベン

チャー業界を復活させるのに一定の役割を遂行

したと言える。反面，ストックオプション，コ

スダックの赤字登録，ベンチャー認証制，エン

ジェル支援など，核心ベンチャー政策の復活は

バブル崩壊の恐れで政府から受け入れられな

かった。

しかし，２００８年に李明博（イミョンバク）大

統領の新政府が始まると，政府は親企業政策を

２）１９９９年～２００３年Kosdaq 連続登録企業，製造業
は１４社，サービス業は６社

３）１社が２００４年半期報告書未提出

（カンウォン他（２００４））

区 分 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ０４上半期

製造
ベンチャー

１３ １１ ６ ３ ８ １０

サービス
ベンチャー

５ ４ １ ２ ４ １３）

総 計 １８ １５ ７ ５ １２ １１

＜図表６＞ １９９９年基準コスダック市価総額２０大ベンチャー２）のうち年度別黒字企業数

経 済 学 研 究 ６１－４296104（ ）
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純利益

1999年末

持続成長：エンシソフト，モアテック，ファインテック

危機克服：ターボテック，ダウム，安哲洙研究所

新規浮上：レインコム，エムテックビジョン，NHN

実績急落：Medison，セウォンテレコム，
ゴールドバンク

2006 2007 2008 2009 2010 2011

12218 14015 15401
18893

24645 26424

標榜した。成長と効用の両方を利用できるベン

チャー政策に対する期待が大きくなった時だっ

た。時代の変化を乗り越えるために政府の技術

研究機関は企業活動の基盤が生産から技術開発

とマーケティングへ移動した新たな経済パラダ

イムを「創造経済」と定義し，フラットフォーム

の大企業が効率を提供した。また様々なアプリ

などは創造企業が革新を提供する「生態系的発

展」が行われるように産業，企業，教育分野へ

の様々な政策に関して再整備を始めた。

その後，２００９年３月に「１人創造企業政策」が

誕生した。１人創造企業とは，創造性は規模の

小さい企業で生じる可能性が高いため１人で創

業する企業のことである。その影響で，創業者

たちは創業から創職へのパラダイムの転換を

図った。特許をつくる企業，アップル，アンド

ロイドのアプリをつくる企業などのように，実

際の生産とサービスはしないが，創造性に基づ

いた企業が価値を創出する時代になったと言え

る。

教育機関の場合，２００９年，KAISTと浦項工

大では，特許庁の支援をもらって創造英才の育

成プロジェクトを始めた。その結果，学生１年

間１人平均４件程度の特許出願の実績を見せ

た。

ベンチャー業界内では，ベンチャー企業協会

と情報通信ベンチャー協会の統合が２００８年の

半ばに行われた。両団体は知識経済部と情報通

信部が後援する組織でライバル関係であった。

ベンチャー企業協会の長所としては政策力量で

＜図表７＞ バブル崩壊以降のベンチャー企業の成長類型と代表企業（カンウォン他（２００４））

＜図表８＞ ベンチャー企業登録数

資料：２０１０年ベンチャー企業実態調査（中小企業庁）

２０１２．３ ハイテックスタートアップス（HS）支援の現状と課題 金 297105（ ）
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文化インフラ　　政策インフラ　　物理的インフラ

大学研究機関

ベンチャー企業

大企業
（需要者）

回収市場ベンチャー
キャピタル

ビジネス
サービス

その他の
インフラ市場

革新生態系

市場生態系

あった反面，情報通信ベンチャー協会の長所は

強力な結束力であった。両団体の統合でベン

チャー業界が政府の政策ではなく，自らの力で

再跳躍するベンチャー統合プロジェクトが始

まった。

再跳躍期を全般的に見ると，＜図表９＞のよ

うに資本と負債，資産が増加したことが分か

る。３年間の資本の増加率より負債の増加率の

方が高く見えるが，２００８年から２００９年の間の

増加率を見ると資本の方が負債より高いことが

わかる。２００８年は韓国の新政府の親企業政策

が始まった時期で，政府がコスダック市場の活

性化，M&Aの活性化，ベンチャーキャピタル

の活性化とベンチャー企業特別措置法の終了の

再検討など，成長と効用を同時に導く唯一の方

法がベンチャーの育成だと認識した。そして，

政府の動きだけではなく，ベンチャー協会間の

協力により，ベンチャー生態系を形成すること

が出来た。韓国のベンチャー生態系は＜図表

１０＞のように革新生態系と市場生態系に分け，

段位：万ウォン，％

区 分 ２００７年 ２００８年 ２００９年
３年平均
増加率

０８‐０９年の増加率

資 本 ２１３,２６９ ２４３,６６２ ２６０,０４８ １０.５ ６.７

負 債 ２９０,３７８ ３８０,４４０ ４００,８０６ １８.２ ５.４

資 産 ５０８,０５０ ６２７,３５３ ６６６,１５９ １４.８ ６.２

自己資本
比率

４２.０ ３８.８ ３９.０ － －

負債比率 １３６.２ １５６.１ １５４.１ － －

資料：２０１０年ベンチャー企業精密実態調査（中小企業庁）

＜図表９＞ ベンチャー企業財務現状

資料：ベンチャー協会

＜図表１０＞ ベンチャー企業の生成と成長，及び退出が円滑に行われるシステム

経 済 学 研 究 ６１－４298106（ ）
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企業間の競争ではなく，企業間の協力を通じて

持続的な成長・生存が出来る企業生態系を構築

している。

このように，最近になって韓国ベンチャー企

業の回復の兆しが現れているのは事実である。

現状況はバブル崩壊以降，正常に復帰する過程

であると見なければならない。今後，韓国のベ

ンチャー産業が回復するには，何よりも実力の

あるベンチャー企業が多数登場しなければなら

ないであろう。そのためにはベンチャー企業を

支援する資金，技術，市場等の経営環境が健全

化されなければならない。またバブル崩壊とい

う失敗の経験から教訓を得て，倫理経営の強

化，投資家の信頼獲得，技術力と収益力の強化

等に努力しなければならない。また，大企業と

ベンチャー企業の間に技術開発，未来指向的事

業開拓等で協力する共存モデルを作り出し，量

的成長だけではなく質的な躍進を達成すること

ができる時，韓国のベンチャー企業は国内市場

はもちろん世界市場で競争力を確保するであろ

う。

２‐３ 韓国ベンチャー産業の主な状況

２‐３‐１ ベンチャー企業の一般状況

韓国ではベンチャー企業の指定を受ける場

合，金融および税制支援，人材および立地の支

援等，恩恵対象となるのはもちろん，コスダッ

ク登録要件の緩和という特例を享受することが

できる。それにより，ベンチャー企業指定制度

導入以降，２００４年までに登録企業の数が急激

に増加した。しかし，ベンチャーバブル崩壊以

降ベンチャー企業の数は減少し始め，最近再び

ベンチャー産業の回復の兆しが見られ，その数

が増加している（＜図表１１＞参考）。

具体的にベンチャー企業に登録された企業の

登録類型別分布を見てみると，技術評価保証企

業（過去の特許新技術型企業とベンチャー企業

評価機関優秀評価型企業を統合）が全体の８７.２
％で最も多く，次に研究開発企業５.７％，ベン
チャー投資企業２.３％の順で，技術評価保証企
業の比率が高いということがわかる。過去に比

べてベンチャー投資企業の比率が引き続き減っ

ている（＜図表１２＞参考）。

区分 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
全体
累計

１９９８年 － － － － ３０４ ４２７ ４１３ １４０ ２３０ １４５ １６０ ２２３ ２,０４２

１９９９年 ９１ ２５２ １８２ ３３４ ２４３ ２６９ ３１０ ２８５ ２４８ ２５９ ２６８ １５１ ４,９３４

２０００年 ２７８ ３３４ ４５８ ５４３ ５６３ ７ ６１８ ５１９ ３８４ ３１１ ３８２ －５３３ ８,７９８

２００１年 ３５０ ３７０ ４６０ ４２０ ３６４ －８３９ ５０８ ３４１ ２５０ １９８ １４５ ２７ １１,３９２

２００２年 －１０６ －５２ －１７６ －３１９ －１５８ －３９９ －３４９ －１２２ －１４１ －１４４ －３２０ －３２８ ８,７７８

２００３年 －１１ －７７ －１５７ －５９ －４２ －１４４ －１６５ －８９ －７７ ３０ －１９９ －８６ ７,７０２

２００４年 －９５ －６６ －７７ １５４ ２８０ ３０４ １６８ １１５ １２８ １６３ －１,３４３ ５３４ ２６５

２００５年 ６３ １２１ １５９ ２１５ １８８ ２４６ ５９ ７２ １３８ ９５ ６０ ３５０ １,７６６

２００６年 １２１ ２１７ ３４６ ２８０ ４６９ ３７８ ２４４ １９７ ２１４ １６６ －４９７ ３５１ ２,４８６

２００７年 －１６８ １４８ ２５８ １６７ ７９ ４８５ －３１ ２５６ ２１５ ２８９ １７９ －８９ １,７８８

２００８年 －３４ ９０ １１２ １８９ －１５０ －４８５ ４５０ ２０１ １８５ ３７８ ４７ ３９３ １,３７６

２００９年 ３３８ ６６３ ４４９ ５５１ １１２ １６５ ５３６ ３１８ ４７５ ７２ ５ －１９２ ３,４９２

２０１０年 ４６ －９５ ２００ ４１５ ８１２ １,１１２ ３４８ ５８９ ６２４ ５１０ ６０２ ５８９ ５,７５２

２０１１年 ２３７ ４５０ １,０９２ ５７２ －２８３ －４００ １７４ １６ －１２６ －１６ １,７１６

資料：中小企業庁，「ベンチャー企業現況（２０１１年１０月末現在）」

＜図表１１＞ 韓国ベンチャー認証企業増加の推移（月別に新たに認証された企業数）

２０１２．３ ハイテックスタートアップス（HS）支援の現状と課題 金 299107（ ）
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一方，ベンチャー企業の業種別状況を見る

と，製造業が７４.３％で絶対的な比率を占めて
いるが，非製造業の場合，情報処理ソフトウェ

ア業種が大部分を占め，インターネットを基盤

にしたベンチャー企業が少なからぬ比率を占め

ていることがわかる（＜図表１３＞参考）。

下の＜図表１４＞の地域別ベンチャー企業分

布を見ると，ソウルが２１.９％，京畿道が２９.９
％，仁川市が５.２％を占めて，首都圏の集中現
象が激しいことがわかる。このようにベン

チャー企業が首都圏に集中しているのは，韓国

経済社会活動全般において首都圏集中度が高い

という事実の一面を反映したものであるが，ベ

ンチャー企業の立場からも各種インフラを活用

することが容易なためでもある。首都圏の次に

大邱市および慶尚北道地域が９.７％とベン
チャー企業の高い集中度を示している。大邱お

よび慶尚北道地域は大邱テクノパークを中心に

研究所が集中している地域で，技術へのアプ

ローチが容易で集中化によるシナジー効果等の

側面で有利な点があるために，活発な創業が進

んでいる。

２‐３‐２ ベンチャー企業の経営者の特性

２００７年に中小企業庁で５,７３７のベンチャー企
業を対象にアンケート調査を行った結果，ベン

チャー企業の創業者の年齢帯は３０代１３.８％，
４０代５３.５％，５０代２７.４％と，４０代の創業者が
最も多い（＜図表１５＞参考）。半面２０代の創業

者の比率は０.２％と，引き続き減少している傾
向にある。

一方，創業者の学歴別分布を見ると，次の

＜図表１６＞で見るように，学士出身の創業が

最も多い。２００７年の調査結果では，学士出身

が創業者であるベンチャー企業が５１.９％で最
も多く，修士・博士創業者の比率も創業者全体

区分
ベンチャー
投資企業

研究開発企業
技術評価
保証企業

技術評価
貸出し企業

予備ベンチャー
企業

計

企業数 ５９４ １,５０５ ２２,９９１ １,１６８ １０３ ２６,３６１

％ ２.３ ５.７ ８７.２ ４.４ ０.４ １００

資料：中小企業庁，「ベンチャー企業現況（２０１１年１０月末現在）」

＜図表１２＞ 韓国ベンチャー企業登録類型別分布

区分 製造業
情報処理ソ
フトウェア

研究開発
サービス

建設運輸 卸小売業 農漁林鉱業 その他 計

企業数 １９,５８２ ３,６２９ ３０９ ４１０ ４０８ ６４ １,９５９ ２６,３６１

％ ７４.３ １３.８ １.２ １.６ １.５ ０.２ ７.４ １００

資料：中小企業庁，「ベンチャー企業現況（２０１１年１０月末現在）」

＜図表１３＞ 韓国ベンチャー企業の業種別状況

区 分 ソウル
釜山
蔚山

大邱慶
尚北道

光州全
羅南道

大田忠
清南道

京畿道 仁川 江原道
忠清
北道

全羅
北道

慶尚
南道

済州道 計

企業数 ５,７６７ ２,２１１ ２,５５４ １,１３５ １,８４５ ７,８７８ １,３６４ ４２７ ６９５ ６０２ １,８３１ ５２ ２６,３６１

％ ２１.９ ８.４ ９.７ ４.３ ７.０ ２９.９ ５.２ １.６ ２.６ ２.３ ６.９ ０.２ １００

資料：中小企業庁，「ベンチャー企業現況（２０１１年１０月末現在）」

＜図表１４＞ 韓国ベンチャー企業の地域別現況

経 済 学 研 究 ６１－４300108（ ）
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の３３.８％を占めている。
韓国のベンチャー企業創業者は民間企業出身

でベンチャー企業を設立した人々が大多数であ

る。次の＜図表１７＞のアンケート結果に見る

ように，民間企業出身が８１.３％に達し，その
ほかに民間部門研究所出身が４.３％，教授出身
が３.６％，公共部門研究所出身が２.０％を占め
ている。

２‐３‐３ ベンチャー企業の経営成果

２００７年から２０１０年までのベンチャー企業の

経営成果を比較した＜図表１８＞を見ると，ベ

ンチャー企業の成長性と収益性が多少好転する

傾向にあることがわかる。２００８年の売上高増

加率は１９.３％で前年度（１２.９％）に比べて多少上
昇し，売上高営業利益率もやはり２００７年の６.６

％と比べて７.３％で小幅ながら増加した。売上
高の持続的な増加にもかかわらず営業利益が大

きく改善されなかった理由は，売上高の増加に

比例して原価および販売管理費もともに上昇し

たためである。一方，収益性の側面で他の一般

企業と比較する時，大企業とは類似の水準であ

るが，中小企業よりは優れている。

２‐３‐４ ベンチャー企業の技術特性

韓国ベンチャー企業の技術力水準に対する自

負心を調査した結果を見ると，自身の技術力水

準が世界最高水準である，またはそれと類似の

水準であると答えた企業が全体の３０.２％を占
めている（＜図表１９＞参考）。ベンチャー企業

自らが技術力水準を評価した自己評価の側面と

いう限界はあるが，こうしたアンケート調査結

区分 ２０代以下 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代以上 計

企業数 ５ ４４９ １,７３７ ８９１ １６３ ３,２４４

％ ０.２ １３.８ ５３.５ ２７.４ ５ １００

資料：中小企業庁，「２００７ベンチャー企業経営実態調査」

＜図表１５＞ 韓国ベンチャー企業創業者の年齢分布

（単位：企業数，％）

学歴（学力） ２００５年 ２００６年 ２００７年

博士 ４３６ ４０２ ４３１

修士 ７０８ ５７１ ６６６

学士 １,４０７ １,３４５ １,６８５

その他 ４８７ ４３８ ４６２

計 ３,０３８ ２,７５６ ３,２４４

資料：中小企業庁，「２００７ベンチャー企業経営実態調査」

＜図表１６＞ 年度別ベンチャー企業創業者の学歴水準

区分 一般企業
民間部門
研究所

公共部門
研究所

政府および
傘下団体

教授 学生 その他 計

企業数 １,６６６ ８８ ４１ ３３ ７４ １４ １３３ ２,０４９

％ ８１.３ ４.３ ２.０ １.６ ３.６ ０.７ ６.５ １００

資料：中小企業庁，「２０１０ベンチャー企業経営実態調査」

＜図表１７＞ 韓国ベンチャー企業創業者の以前の勤務地

２０１２．３ ハイテックスタートアップス（HS）支援の現状と課題 金 301109（ ）
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果は韓国のベンチャー企業が自社の技術力に対

する相当な自信を有していることを示すもので

ある。

一方，韓国ベンチャー企業が主力製品を生産

したりサービスを提供するにあたり最も活用度

の高い中核技術を調査した結果，情報技術

（IT）と答えた企業が全体の４４.３％を占めてい
ることが明らかになった（＜図表２０＞参考）。

そのほかには，環境技術，バイオ技術，ナノ技

術，コンテンツ技術，宇宙航空技術の順序に

なった。

（単位：％）

区分 大企業 中小企業 ベンチャー企業

売上高増加率

２００７年 １０.２ ７.８ １２.９

２００８年 ２２.０ １８.１ １９.３

２００９年 ０.４ ５.０ １２.６

売上高
営業利益率

２００７年 ６.８ ４.４ ６.６

２００８年 ６.６ ４.８ ７.３

２００９年 ６.５ ５.６ ６.８

資料：中小企業庁，「２０１０ベンチャー企業経営実態調査」

＜図表１８＞ 大企業・中小企業とベンチャー企業間の経営成果の比較

（単位：企業数，％）

区分 ２００９年 ２０１０年

世界唯一 １３８（６.７） ９７（４.７）

世界最高水準と同一 ６２９（３０.６） ５２８（２５.５）

若干不十分（１００～８０％） ９０５（４４.０） １,０７５（５１.９）

不十分（８０～６０％） ２９８（１４.５） ３０７（１４.８）

競争劣勢（６０％以下） ８６（４.２） ６４（３.１）

計 ２,０５７ ２,０７２

資料：中小企業庁，「２０１１ベンチャー企業経営実態調査」

＜図表１９＞ 年度別韓国ベンチャー企業の技術力水準

区 分 企 業 数 比 率（％）

IT（情報技術） ９１７ ４４.３

ET（環境技術） ６２３ ３０.１

BT（バイオ技術） ２１１ １０.２

NT（ナノ技術） １４９ ７.２

CT（コンテンツ技術） ９３ ４.５

ST（宇宙航空技術） ７７ ３.７

計 ２,０６９ １００

資料：中小企業庁，「２０１１ベンチャー企業経営実態調査」

＜図表２０＞ 韓国ベンチャー企業の中核技術

経 済 学 研 究 ６１－４302110（ ）
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２‐３‐５ ベンチャー企業の海外進出状況

中小企業庁が調査した韓国ベンチャー企業の

海外進出状況を見てみると，全回答企業中８５

％の企業が単純輸出または直接進出を通して海

外に進出していることが明らかになった。こう

した数値は引き続き増加傾向にあり，今後もよ

り積極的に国際化を追求するものと予想され

る。具体的に海外進出形態によって区分してみ

ると，単純輸出が６５.３％で最も高く，直接進
出と単純輸出の並行が２７.８％，直接進出が１５.０
％である（＜図表２１＞参考）。

一方，海外進出地域は中国（５８.７％），東南ア
ジア（４６.８％），日本（４０.６％），米国（３４.０％），
ヨーロッパ（３４.９％），その他（３.０％）の順である
（＜図表２２＞参考）。２００２年までは米国が最も

多くの企業が進出していた地域であったという

ことを考慮すると，韓国の大部分の企業と同様

に，ベンチャー企業の中国進出が非常に急増し

ているということがわかる。

３．韓国のHS関連研究機関の状況

３‐１ 政府外郭研究機関の実態調査

３‐１‐１ 政府外郭研究機関の発展過程

韓国の政府外郭研究機関は技術開発能力が脆

弱であった７０年代と８０年代前半期に国家産業

技術の発展を主導しつつ，科学技術はもちろん

経済発展に大きく寄与した。また，国内の優秀

な研究人材を研究開発活動に参加させることに

よって，以降彼らが企業や大学に移動して民間

部門へ産業技術を拡散させることを可能にし

た。

韓国の政府外郭研究機関は，６０年代後半に

韓国科学技術研究院（KIST）が設立されること

でその歴史が始まった。以降７０年代には科学

技術分野別に専門研究機関が設立され始めた。

この時期に設立された研究機関は，原子力研究

所，標準研究所，電子通信研究所，機械研究所

等，１３機関に達する。科学技術の力量が全般

的に不足していた状況で，それら研究機関は該

当分野の基礎研究から開発研究に至るまで，す

べての段階に該当する研究を担った。８０年代

に入り，政府外郭研究機関の効率性を高めるた

めに，大規模な統合をするべきであるという議

（単位：企業数，％）

年 度 単純輸出
直接進出と単純
輸出の並行

直接進出 計

２００８年 ４６１（６０.４） ２０６（２７.０） ９６（１２.６） ７６３（１００）

２００９年 ４８２（５７.２） ２３４（２７.８） １２６（１５.０） ８４２（１００）

資料：中小企業庁，「２０１０ベンチャー企業経営実態調査」

＜図表２１＞ 韓国ベンチャー企業の海外進出形態

（単位：％）

年度 中国 東南アジア 日本 米国 ヨーロッパ その他

２００８年 ５６.４ ４７.４ ４５.０ ３４.４ ３３.３ ２１.９

２００９年 ５８.７ ４６.８ ４０.６ ３４.０ ３４.９ ３.０

＊複数回答可能
資料：中小企業庁，「２０１０ベンチャー企業経営実態調査」

＜図表２２＞ 韓国ベンチャー企業の海外進出地域

２０１２．３ ハイテックスタートアップス（HS）支援の現状と課題 金 303111（ ）
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論が始まった。それにより，当時１６機関で構

成されていた研究機関を９つの大規模研究所に

統合し，それらに対する管理を科学技術処４）に

一元化した。そして，民間企業の研究能力が次

第に強化されると，それら研究機関は産業技術

研究から根本的な技術開発および長期大型課題

の遂行へその機能が変化し始めた。

以降９０年代に入り大学の研究力量が次第に

強化されることによって，政府外郭研究機関は

よりいっそう機能の再確立のために努力するこ

とになる。研究機関に対する機関評価が実施さ

れた後（１９９１年），研究課題中心運営制度（Pro-

ject Based System）が導入され（１９９６年），研究

機関長に対する年俸制（１９９７年）が実施され

た。このように政府外郭研究機関の役割および

運営において相当な変化があったが，これは研

究機関自らの自発的な努力から出発したことで

はなく，政府により他律的に実施されたことで

あった。

続いて９０年代後半の切迫した通貨危機に

よって，政府を含む公共組織の効率性向上に対

する要求が非常に高まり，これによって政府外

郭研究機関もやはり構造改革と役割および機能

の再確立に関する必要性が提起された。過去３０

余年の間，政府外郭研究機関は産業技術開発と

支援，研究基盤の構築，政府の政策に必要な研

究遂行と支援等，肯定的な役割を遂行してきた

にもかかわらず，人材運営，予算運営，研究課

題遂行の側面における非効率性の問題が絶えず

提起されてきた。特に，１９８０年代後半から研

究開発投資の拡大等により民間研究所と大学の

研究開発能力が飛躍的に向上することによっ

て，政府外郭研究機関と研究領域および機能が

重複する現象が現れた。

また，大学や産業界の研究力量と比較した

時，非効率的な運営と生産性の低下により比較

的地位が低いという評価を受け，他律的運営が

惰性化して組織運営と研究事業推進の柔軟性が

足りないという批判が提起されてきた。それに

より，政府は政府外郭研究機関の役割と機能に

対して提起された問題点を解消し，国家次元に

おける適切な戦略的位置と望ましい運営体制へ

の転換を模索することになった。こうした背景

からドイツの政府外郭研究機関制度（Ge-

sellschaft）をベンチマークにして，１９９９年に個

別的な独立機関であった研究機関を各研究会に

所属させる「研究会体制」がスタートすることに

なった。研究会制度は科学技術に対して非専門

家である政府部署公務員らによる管理体制を脱

し，政府外郭研究機関の自立的な責任経営体制

を確立することを基本目的としている。研究機

関の責任者に組織，人事，予算執行等の権限を

大幅委譲し，研究実績と経営成果に対する評価

を通じて経営の効率化を推進するよう促した。

また，この制度は国家研究開発事業に公共研究

所間または民間部門との競争体制を導入して生

産性を高めようとする目的を有している。

この制度によって１９の理工系政府外郭研究

機関は３つの研究会の傘下に所属し，それらの

総管理監督は国務調整室が担当することになっ

た。ただし，該当部署業務を密接に支援する研

究機関（科学技術部所属８，情報通信部所属５，

国防部所属１）は研究会に移管されずに，その

まま各政府部署の管轄下に残した。こうした一

連の変化の過程を整理すると，次の＜図表２３＞

の通りである。

３‐１‐２ 政府外郭研究機関の状況

教育科学技術部傘下の科学技術関連研究会

は，２１の政府外郭研究機関が所属している。

また，部署傘下の研究機関として知識経済部所

属１２，保健福祉部所属１，防衛事業庁所属１，

国防部所属１の研究機関がある（＜図表２４＞参

考）。

２０１１年１月，教育科学技術部傘下の科学技

術系の２１政府外郭研究機関に所属する正規職

従事者は計７,８２５余名，知識経済部所属の従事
者は５,１３３名に達している。それに伴う１０年

４）処は日本の庁に該当

経 済 学 研 究 ６１－４304112（ ）

�������	
�	���
������������
������������� 
!��"#$ 2012.02.20 13.01.45 Page 112



区分 ６０～７０年代 １９８０年代 １９９０年代 ９９～２００７年 現在

国内
条件

民間企業と大学の研
究基盤脆弱

民間企業と大学の研
究能力の部分的伸張

民間主導技術革新体制確立および大学の研究力量拡大

体制
変遷

KIST設立，技術分
野別研究機関設立

研究機関統廃合
（１９８０）

研究機関統廃合
（１９９１）

３つの研究会の
出帆

２つの研究会に
改編

主務
機関

機関別分散・
管理体制

科学技術処 関係機関に移管
国務総理室→科学技
術部

科学技術部→教育科
学技術部・知識経済
部

役割
及び
機能

産業技術支援
産業技術支援および
国家研究開発事業遂
行

国家研究開発事業遂
行

未来根源大型先端技
術開発

源泉技術

研究
活動
領域

先進国成熟期
産業技術模倣

成長期技術開発，未来型先端
技術模倣

革新的研究開発を通じて未来型先端技術開発

資料：科学技術系の政府出捐機関の顧客満足度の影響要因に関する研究 白スンヒョン（２０１１）

＜図表２３＞ 韓国の科学技術系政府外郭研究機関の発展過程

（２０１１．１２．２０現在）

区分 機 関

教育科学技術部
所属（２１研究機関，非指定２所）

光州科学技術院 基礎技術研究会 大邱慶北科学技術院
高等科学院 韓国科学技術院 韓国科学技術研究院

国家核融合研究所 国家数理科学研究所 韓国生命工学研究院
韓国基礎科学支援研究院 韓国原子力統制技術院

韓国天文研究院 韓国韓医学研究院 韓国科学技術情報研究院
韓国標準科学院 韓国海洋研究院 韓国航空宇宙研究院
韓国原子力研究院 極地研究所 韓国科学技術企画評価院

韓国原子力医学院

非指定機関：科学技術連合大学院大学校 蔚山科学技術大学校

知識経済部所属
（１２研究機関，非指定１１所）

韓国化学研究院 大�研究開発特区支援本部 産業技術研究会
韓国建設技術研究院 韓国機械研究院 韓国生産技術研究院
韓国食品研究院 韓国エネルギー技術研究院 韓国電気研究院
韓国電子通信研究院 韓国地質資源研究院 韓国鉄道技術研究院

非指定機関：自動車部品研究院 韓国光技術院 韓国機械電気電子
試験研究院 韓国繊維開発研究院 韓国シルク研究院
韓国染色技術研究院 韓国衣類試験研究院 韓国照明研究院

韓国化学融合試験研究院 FITI 試験研究院

保健福祉部
（１研究機関，非指定１所）

国立癌センター

非指定機関：韓国保健医療研究院

国防部所属
（１研究機関）

国防科学研究院

防衛事業庁
（１研究機関，非指定１所）

国防科学研究所

非指定機関；韓国航空宇宙産業

＜図表２４＞ 政府外郭科学技術関連研究機関の現況

２０１２．３ ハイテックスタートアップス（HS）支援の現状と課題 金 305113（ ）
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所属機関 機関名
人員（名）
（１０．１２．３１）

１０年予算
（単位：百万ウォン）

教育技術部

光州科学技術院 ２３５ １６６,５０２

基礎技術研究会 ２２ ８３３,７１４

大邱慶北科学技術院 ９９ １０２,９２７

高等科学院 １１７ １５,７０８

韓国科学技術院 １,１４３ ７２,５１０

韓国科学技術研究院 ６９６ １２７,０８６

国家核融合研究所 １９２ ６０,３４１

国家数理科学研究所 １７ ８,８５８

韓国生命工学研究院 ３３７ ５６,６７５

韓国基礎科学支援研究院 １８１ ５５,３７６

韓国原子力統制技術院 ６５ ７,６２４

韓国天文研究院 １４２ ３９,３９０

韓国韓医学研究院 １１３ ２７,０４９

韓国科学技術情報研究院 ３４３ ８１,６３２

韓国標準科学院 ３９２ ６７,４１８

韓国海洋研究院 ４５０ ４５,３８９

韓国航空宇宙研究院 ６９７ ８４,４５４

韓国原子力研究院 １,１９１ ９６,９６４

極地研究所 ２２６ ４２,２２７

韓国科学技術企画評価院 １４７ ２３,３６８

韓国原子力医学院 １,０２０ ３６,９４０

国防部 韓国国防研究院 ２１２ ２５,１７３

防衛事業庁 国防科学研究所 ２,３９６ ２０４,０８３

保健福祉部 国立癌センター １,００１ ４３,４４０

知識経済部

大�研究開発特区支援本部 ４３ ３３,１１６

産業技術研究会 １９ ２９,３０５

韓国建設技術研究院 ４１７ ２７,４８６

韓国機械研究院 ３１９ ４４,２９４

韓国生産技術研究院 ４６５ ７４,３００

韓国食品研究院 １７１ ２６,０８８

韓国エネルギー技術研究院 ３６１ ６４,１６３

韓国電気研究院 ３６５ ３８,６３３

韓国電子通信研究院 １,８９６ １５２,５１４

韓国地質資源研究院 ４３７ ６６,５８３

韓国鉄道技術研究院 ２６１ ２９,２７０

韓国化学研究院 ３５９ ４７,０６９

合 計 １６,５４７ ２,７５３,７９０

資料：２０１０年度国家研究開発事業の調査・分析・施行計画（案）

＜図表２５＞ 科学技術部所属研究機関の人員および予算状況

経 済 学 研 究 ６１－４306114（ ）
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度予算は，それぞれ２兆５２１億ウォンと６,３７４
億ウォンに該当する（＜図表２５＞参考）。

３‐１‐３ 政府外郭研究機関の事例：韓国電子

通信研究院（Electronics and Tele-

communications Research Insti-

tute）

韓国電子通信研究院（http：//www.etri.re.

kr，以下 ETRI）は，知識経済部傘下の産業技

術研究会所管の国策研究機関で，情報，通信，

電子分野の新しい知識と技術を創造，開発，普

及し，併せて情報通信分野の専門人材を養成す

ることによって，国家経済，社会発展に寄与す

ることを目的としている。韓国の代表的な政府

外郭研究機関であるETRI は，国際的力量の強

化，人的力量の高度化，産学官の協力強化，知

的資本の強化等の戦略を通じて世界最高の商

品・サービス技術を開発し，中核的根本技術の

開発を通じて国際標準化の先導および技術料収

入の拡大を推進している（李キュサン（２００３））。

●ETRI の一般状況および主な成果

ETRI は２０１０年末現在，計１,８９６名の正規職
員中，修士・博士が１,７６４名（９３％）に達する韓
国最大の頭脳集団である。こうした人的インフ

ラを土台に，現在まで１８,０８８件余の国内外特
許と１,３３８件余の SCI 論文を産出した。特に，
１９９３年に創刊した情報通信英文学術誌である

「ETRI Journal」は１９９７年，AT&T，BT，IBM

に続き世界で４番目に SCI（科学技術論文索引）

に登載されて研究開発活動の質的優秀性を世界

的に公認された。

ETRI は設立以来２０１０年までに電気電子交

換機（TDX），超高集積半導体（DRAM），行政

コンピュータ・ネットワーク用ホストコン

ピュータ（TiCOM），デジタル移動通信システ

ム（CDMA），ATM交換機，光電送システム，

地上波DMB，携帯インターネットワイブロ

（WiBro）サービス，４世代無線転送システム，

LTEシステム開発，スマート船舶技術等の競

争力ある情報通信技術開発を成功裏に遂行し

た。そして以上の１１個の主要技術だけでR&D

投資比２４倍に該当する１０４兆５,７２５億ウォン
余の新産業市場誘発効果を創出することによっ

て，韓国経済の成長に大きな役割を果たしてき

た。また，ETRI は韓国で最も多くの技術を移

転した機関で，最近の５年間，１,８５１件の技術
を大企業と中小企業に移転し，これによって計

２,１７１億ウォンに達する技術料収益を収めた。
例えば，２００１年４月にはCDMAを共同開発し

た米国のQualcommから CDMA技術料配分金

１億ドルを受け取ることによって，研究院だけ

でなく韓国の地位を世界に知らせる成果を上げ

た。

一方，ETRI の最も大きな業績は貨幣価値で

換算できない人的資源の力量開発にあるだろ

う。多くの研究員が理論研究，技術研究，製品

開発等を通じて理論と実務経験をともに取得で

き，特に企業との共同開発研究を通して産業現

場の感覚を持つようになった。こうした経験と

訓練を積んだ研究員は，再び産業界，大学，政

府官僚，他の研究機関等に進出して，韓国の IT

分野の発展に大きな貢献をしている。

●ETRI で産出したベンチャー企業の状況

１９９０年代からETRI は研究開発技術を商用

化するために，研究院出身創業者の創業を支援

し始めた。１９９６年にETRI 出身のベンチャー

企業の代表者１６人らは，企業経営に必要な情

報交流および人的ネットワークの重要性を認識

し，研究院を求心点に「ETRI ベンチャー企業

協会（EVA: ETRI Venture Business Associa-
tion）」を創設した。EVAは創設と同時に自ら

の活動を始める一方，懇談会を通して研究院と

の相互協力体制を構築した。１９９８年の通貨危

機以降，ベンチャー企業創業ブームが起き始

め，ETRI 内でも積極的な創業の動きが起こ

り，EVA加盟社の６０％以上がこの時期に創業

し た。ETRI は２０１１年 現 在１７７余 の ベ ン

チャー企業を輩出し，これらの企業は４万余名

２０１２．３ ハイテックスタートアップス（HS）支援の現状と課題 金 307115（ ）
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の雇用創出と２２億ウォン（２０１１年基準）の売上

成果によって韓国経済に重要な貢献をしている

（＜図表２６＞参考）。EVA加盟社の技術分野別

創業状況を見ると，コンピュータソフトウェア

分野が最も多く，次いで半導体分野，無線放送

分野，ネットワーク分野等の順である（＜図表

２７＞参考）。

●ETRI の創業支援

ETRI は創業資本を支援する目的で１９９４年

から１９９９年まで創業基金を作り，２０００年まで

支援した。２００１年からは創業が低調で，ベン

チャーキャピタル等資金確保が容易になり，資

金支援よりは現在まで支援した創業基金を管理

することに焦点をおいている。今まで７１社の

創業企業に出資および融資形態で創業基金を支

援し，このうち２４社は全額または一部償還

し，２０１１年末基準で２６社に約３１億ウォンを

支援中である（＜図表２８＞参考）。

ETRI は創業発掘と活性化のために創業基金

づくりおよび支援とともに，創業環境を構築し

て支援してきた。EVA加盟社は研究開発を土

台に製品を開発するベンチャー企業が大多数で

あるため，設立時から一定期間以内に市場進出

を目標にする製品開発に専念することができる

ように，最適の事業環境を提供する必要があ

る。このためにETRI は１９９８年１２月，システ

ム工学研究所の建物を活用して，創業支援第１

センターを設立しベンチャー企業創業育成を始

め，ベンチャーブームのピークである２０００年

初めには創業支援第２センターを設立してより

多くのEVA加盟社に創業環境を提供してき

た。２００１年末までに創業支援センターは１２０

社が入居して９３社が卒業し，現在育成中の２７

社はすべてEVA加盟社である。創業支援セン

ターは快適な周辺環境だけでなく，創業育成室

ごとに事務備品および超高速ネットワークを提

＜図表２６＞ ETRI のベンチャー企業状況（ETRI の HPより）

＜図表２７＞ ETRI の技術分野別創業状況（ETRI の HPより）

経 済 学 研 究 ６１－４308116（ ）
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供しており，自らの共同試験室に高価な試験測

定装備を保有して支援する等，初期ベンチャー

企業には最適の創業環境を提供している。

●ETRI の現在の研究組織

２０１１年現在，ETRI 組織には理事会と院長を

中心に融合技術研究部門，ソフトウェア研究部

門等５の研究部門があり，コンテンツ研究本

部，創意研究本部の２本部で構成される研究部

署がある。行政府部署としては先進経営管理本

部と事業化本部，創意経営企画本部の３本部で

構成されており，ここに付設機関として国家保

安技術研究所がある。主要研究部署の中核研究

活動を整理すると，次の＜図表２９＞の通りで

ある。

年 度
支援内訳 償還内訳

企業数 支援金額（ウォン） 企業数 償還金額（ウォン）

１９９４年 ３ １億１,０００万

１９９５年 ２ ８,０００万

１９９６年 ４ １億５,０００万

１９９７年 ２ ６,０００万 ４ １億５,０００万

１９９８年 ２１ １８億４,０００万 １ ３,０００万

１９９９年 ２３ １６億８,３３３万 ６ ３億７,０００万

２０００年 １４ ８億３,５００万 ８ ６億７,５８４.８万

２００１年 ２ ５,３００万 ５ １億７,０５０万

合 計 ７１ ４８億１,１３３万 ２４ １３億９,６３４.８万

＜図表２８＞ ETRI の年度別創業基金支援内訳（李キュサン（２００３））

研究機関 研究目的 研究開発分野

融合技術
産業の一流化，又は SoC の高度化のための IT
融合ソルーション開発

環境親和的低電力コンピューティング，U―ヘ
ルシー・ライフケアー，RFIDなど

ソフトウェア
知識基盤の社会の核心で国家競争力強化の源泉
になるソフトウェア分野の核心技術の開発

インベディード SW技術，使用者親和的 IT・
クラウドコンピューティングインフラ技術など

融合部品
世界最高のスマート融合部品素材のグローバル
リーダーの名のもとで電子情報産業の核心の融
合部品・素材分野の核心・源泉技術の開発

新半導体技術，グリーン融合技術など

放送統合
知識基盤の未来社会の実現のために放送通信融
合技術分野を総合的に研究

３D・UHDTV，超実感メディア，モバイル
IPTV技術など

インターネット
有無線統合・未来インターネット技術を合わせ
るセルラー／近距離移動通信・未来インター
ネットと融合ネットワーク技術の先頭

未来インターネットインフラ・サービス技術，
４世代移動通信技術など

コンテンツ
楽しくて便利な人間中心のデジタルライフの具
現のための映像・融合コンテンツ関連技術の研
究

３次元立体映像，スマートコンテンツ，U―ラー
ニング技術など

創意
中長期研究開発のための計画立案・技術企画・
先行源泉研究・研究開発総合調整・選定

World Class 先行源泉研究，グローバルブラン
ド隊形，産学研国際協力など

＜図表２９＞ ETRI 研究部署の中核研究活動（ETRI の HPより）
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３‐２ 民間研究機関の実態調査

３‐２‐１ 民間研究機関の基本状況

１９８０年代以降，政府の強力な産業技術開発

支援政策の推進に力を得て，民間部門は国家科

学技術革新体制内で中核的な存在として成長し

てきた。１９９０年代後半，通貨危機以降の構造

改革等により企業は競争力確保のための技術中

心経営をよりいっそう強化する傾向にあるが，

いまだに国内企業の産業技術力は先進技術に大

きく及ばないのが実情である。それとともに，

中国の急速な成長と合わせて国内製造業空洞化

現象が発生する兆しまで現れている。２００９年

の世界市場で第１位の品目を見ると，中国

１,２３９，日本２３０，韓国７４で，韓国の製品競争
力が大きく脅かされていることがわかる（洪サ

ギュン，ペヨンホ（２００２））。民間企業の技術開

発を支援するために，政府は＜図表３０＞のよ

うな各種支援制度を実施している。いわゆる過

小投資に起因する研究開発市場の失敗に対し

て，政府が積極的に企業の研究開発活動を促進

させるための政策が大部分である。半面，研究

開発波及効果を促進する技術拡散（Technology

Diffusion）のための支援制度は協同研究支援等

で一部取り扱っているが，相対的に不十分な実

情にあるといえる。国家全体の研究開発費で民

間部門が占める比率が７３％以上と，技術先進

国の６０～７０％に比べて高い水準を維持してい

るが，研究開発投資の絶対規模で先進企業と大

きな格差を示している。米国企業の研究開発投

資規模を１００とすると，韓国は２０１０年に９.５３
％で日本の４２.４５％（２０１０年），ドイツ２４.０１％
（２０１０年），英国１０.２９％（２０１１年）等に比べて著
しく小さい。特に，中小企業の売上高と比べた

研究開発投資比率が３.２１％（２０１１年）に過ぎ
ず，中小企業の技術開発投資がかなり脆弱な実

情にある。

特に先進国の場合，大学に対して総研究開発

費の１４～２０％を投資して研究実績の質的向上

を図っている半面，韓国は総研究開発費のうち

大学研究の比率がOECD加盟国中２７位で最下

位圏（２０１０年基準）のレベルに留まっている。

韓国の大学は SCI に掲載された国家全体の論

文発表数（３８,６４７編）の５１.９％を占め，博士級
高級人材を６６.２％も保有しているにもかかわ
らず，国家総研究開発費のうち大学に使用する

研究開発費は１０.８％（２０１０年基準）に過ぎな
い。大学研究の公共的性格上，政府研究費投資

が強化されるべきであるが，大学研究費のうち

の政府支援は５０％前後に留まっている実情で

あり，ドイツ（８８.６５％），米国（６４.５％）等に大き
く後れをとっている。また，OECD国家のう

ち技術料支出と比べた収入の格差が最も大き

く，日本と同じ大学内技術移転センターの運営

もまた不十分な状況にある。さらに大学と企業

の間の技術移転および協力促進のための特許政

策が不在である等，基礎科学研究を通じて確保

区分 支 援 内 訳

租税支援
研究および人材開発準備金損金算入，研究および人材開発費税額控除等，研究開発段階の租税支援およ
びその他中小企業特別税額減免

資金支援
特定研究開発事業，産業技術開発事業，産業技術基盤づくり事業等，国家研究開発事業参加に対する出
資補助金支援

人力支援 専門研究要員制度，海外技術人材活用斡旋，教授人材現況勤務プログラム等を通じた技術人材支援

購買支援
購買条件付き新製品開発産業，中小企業技術開発製品優先購買制度など，中小企業が遂行する新技術製
品および国産化製品の開発費の一定比率を支援

技術支援
特許情報サービス，国家科学技術知識情報サービス，KISTI 技術情報提供など，国家が運営している
技術情報の提供・支援

資料：韓国産業振興協会２００９年版

＜図表３０＞ 民間技術開発支援制度

経 済 学 研 究 ６１－４310118（ ）
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した根源技術等，中核的研究成果を活用するた

めの政策が至急要請されている。

民間部分の研究人材の場合，年平均８.０％の
増加率を記録し，絶対規模で５年前と比べて

１.３４倍以上増加した。経済危機以降の企業の構
造改革により，１９９８年に８千名以上の研究人

材の縮小があったが，１９９９年以降再び回復傾

向を示しており，国家全体の研究人材（２０１０

年，３４５,９１２名）のうち企業従事者の比率は２０１１
年現在６８.１％である。企業研究人材（２０１１年
２３５,５９６名）の学位分布で修士・博士級人材の比
率が次第に高まっているが，大学，研究機関に

比べると博士級人材の比率（５.１４％）が著しく低
い実情にある。

また，民間企業の技術開発研究所の状況を見

てみると，２０１０年度末で企業付設研究所の数

は２１,７８５個であり，このうち中小企業型付設
研究所が１９９０年代半ば以降急増して，２０１０年

度末には全体の９４.８％を占めている。大企業
の場合，総合研究所体制から事業部門別，専門

分野別研究所体制に分離している。業種別で

は，電気，電子分野が３３.１％（３７３）に達してお
り，機械分野が２３.４％（２６４），化学分野が２０.５
％（２３１）である。１００％外国人投資企業の研究

所は計１,０７２（２００６年）で，マイクロソフト，
IBM，オラクル，ボッシュ，ノキア等の有数の

多国籍企業が韓国に研究拠点を確保している

が，外国人投資企業が占める投資比率は総研究

開発費の０.２％（２００９年基準）に過ぎない。
国家科学技術委員会が発表した２００３年度か

ら２００７年度の間の韓国の「科学技術基本計画」

の内容を見ると，民間の科学技術開発力量を高

めるために次のような推進戦略を提示してい

る。まず民間の技術開発に対する支援を強化

し，自発的投資の拡大を促進するための方策と

して民間企業の投資意欲の鼓吹および先端技術

分野の競争力確保のための租税，金融支援の強

化および関連制度を整備する。第二に，創出さ

れた技術が事業化に連結されるように，いわゆ

る成果拡大政策を推進するため，研究開発結果

の移転および事業化に対する支援を強化し技術

取引市場の活性化を推進する。第三に，新技術

の事業化促進のために新技術認定制度を整備し

公共購入制度もまた改善する。第四に，民間の

技術革新力量の強化のために多様な民間研究開

発組織を発掘し体系的に育成して，民間企業の

研究開発能力を高める。第五に，中小ベン

チャー企業の成長発展のための創業支援および

冒険的投資環境と下部構造を構築する。以上の

ような戦略の遂行を通して，政府は民間企業の

技術革新力量を高めることによって，新産業創

出と主力産業の高度化，高付加価値化を達成す

ることを目標にしている。

３‐２‐２ 教授，研究所のベンチャー企業創業

韓国の大学と研究所には９,９００余の実験室と
９万余名の研究員がおり，他のどこよりも新技

術と知識，情報資源が豊富である。それにより

大学や研究所で産出されるハイテクを円滑に事

業化および商品化することのできるシステムを

構築すべきであるという主張が提起されてき

た。こうした流れから「ベンチャー企業育成に

関する特別措置法」の改正（２０１１．１０．２９）によ

り，教授，研究員のベンチャー創業制度が実施

された。

大学，研究院のベンチャー企業創業制度の趣

旨は，大学，研究所の研究結果を速かに事業

化，商品化するところにある。これを通じて，

創業育成センターに入居した新生企業に開発技

術移転契約を通した保有技術の移転，創業育成

センターに入居した企業と共同研究開発を通し

た保有技術の移転等，多様な形態の研究結果に

関する事業化および商業化が可能となった。

一般人と民間企業の研究員は法的制約なしに

社内ベンチャー等のような営利目的の企業設立

が自己規定によっても可能である。しかし，国

公立研究機関および国家出資研究所の研究員

は，公務員の身分と公共機関の性格により，営

利目的企業の設立が積極的に許容されず，ベン

チャー創業の障害となってきた。それに対し法

２０１２．３ ハイテックスタートアップス（HS）支援の現状と課題 金 311119（ ）
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律の改正を通して兼任，兼職等の条文新設に

よって民間または国公立のすべての教授と研究

員も身分に関係なく，現職にありながらベン

チャー企業の創業および役員としての参加を可

能としたのである。

教授・研究員がベンチャー創業をしようとす

る時，必ず２種類の手順を踏まなければならな

い。一つはベンチャー企業確認要領（中小企業

庁告示）による「予備ベンチャー企業確認」であ

り，もう一つは所属機関長からの兼任，兼職ま

たは休職許可である。この時，兼任，兼職の範

囲は設立中のベンチャー企業代表者または役

員・社員であり，休職はベンチャー企業創業お

よび役員で参加時に限定して適用される。兼

任，兼職手続きは現身分を維持した状態でベン

チャー企業に参加することができるようになる

ために，過去の創業のための休職許容範囲をよ

り拡大強化する制度である。ただし，公務員の

身分での兼任，兼職の許可は，職務上の能率が

低下する恐れがない場合に限定しており，所属

機関長は兼任，兼職申請に対して職務上の能率

低下および公務に不当な影響等をおよぼす場合

等を考慮して，総合的に判断しなければならな

い。

事業所に関する法律的規定は次のとおりであ

る。事業時の業種により工場が必要ない場合と

工場が必要な場合に分けられる。別途工場が必

要なく学校の事務室を事業所として使用する場

合は，所属機関長から事務室を対象に大学内に

事業者登録のための施設賃貸契約を結び，また

は施設の使用許可を受けなければならない。一

方，工場を必要とする場合には協同化工場，都

市工場，工業団地等での設立，および既存工場

の賃貸形態での工場使用が可能である。また，

大学，研究所の研究施設内に実験室工場を設置

して運営することもできる。この制度は教授，

研究員が現業務を維持しながらベンチャー企業

の操業時に試作品および先端製品の少量生産も

可能にするためのものである。実験室工場に関

する法律的定義は「大学または研究機関が保有

している研究施設の中に工業配置および工場設

立に関する法律による都市型工場（都市型工場

は大気，水質，騒音，公害等の発生が少なく，

公害排出施設許可が必要でない工場）に該当す

る業種の生産施設を備えた床面積の合計が５００

平方メートル未満である事業所」をいう。実験

室工場の設置のためには事業計画書および製造

施設配置図も添付して「実験室工場設置承認申

請書」を所属機関長に提出し承認を得なければ

ならず，承認書を添付して，市場，郡守，区庁

長に工場登録申請を行わなければならない。一

方，教授，研究員が創業育成センターに入居し

てベンチャー企業を創業し，創業育成センター

内に都市型工場を設置，運営する方法もある。

補償の側面からも法改正を通してストックオ

プションの範囲を拡大した。内部人材に対して

のみ許容されていたストックオプションを，ベ

ンチャー企業の場合，外部の人材および法人に

対しても与えることができるようにした。これ

は教授，研究員がベンチャー企業を創業した場

合に，大学や研究機関との施設使用および技術

移転等の契約において有用な補償方法として使

用するようにしたものである。こうした側面か

ら，大学や研究機関は研究結果および技術移転

に関して技術料を受け取ったり株式買入選択権

（ストックオプション）を与えられる等，多様な

方法が可能になった。

ベンチャー企業関連制度を拡大させるため

に，中小企業庁では大学，研究所を中心に実験

室創業ロードショーを実施して，成功事例を広

めている。また２００９年１１月には，「実験室創

業競演大会」を開催して，教授，研究員の創業

事業計画書を評価して褒賞し，受賞チームに対

してエンジェルマート５），創業投資および創業

資金連係を斡旋する等，多角的に制度の広報に

努めている。

５）ベンチャー投資説明会

経 済 学 研 究 ６１－４312120（ ）
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３‐２‐３ 民間研究機関のベンチャー企業創業

事例

●ソウル大学

ソウル大学は１９９８年から大学研究室創業支

援を始め，様々な法的・制度的な限界の中でも

大学実験室創業を通して競争力の秀でた研究結

果を商品化するための具体的な制度を作った。

そして，実験室創業を法的に支援するための実

験室工場設置に関する制度，実験室創業を前提

に技術力が立証された予備ベンチャーのための

資本金縮小に関する制度，大学教授および研究

員の創業を簡単にするためのベンチャー企業兼

職許容に関する制度を成案化して定着させるこ

とによって，技術競争力と製品競争力の優れた

創業を可能にした。特に，ソウル大学内に設置

した新技術創業ネットワーク組織を通して，こ

うした諸業務を支援・協力させ，これを通じて

４年余の間に約２００余の創業入居企業を可能に

する大きな実績をあげた（朴ドン（２００４））。

こうした創業モデルの代表的な成功事例とし

て，ソウル大学機械航空工学部のパク・ヒジェ

教授の創業事例を挙げることができる。パク・

ヒジェ教授はナノ技術および精密測定技術の専

門家として約２００余編の研究論文と国内外関連

特許約３０余件を登録した。これを基盤にパク

教授は，１９９８年２月に大学院の実験室である

精密測定研究室の修士・博士研究員を中心メン

バーにして，�エスエヌユーフリーシジョンを
大学内に創業し代表理事を兼職しながら，ナノ

および３次元測定技術の商品化と製品化に成功

した。特に，大面積 LCD工程に非常に核心的

な３次元測定装備の開発に成功，商品化に成功

して韓国の LG‐フィリップス，ハイニクス，

三星はもちろん，日本のNEC，DNP，台湾の

AUO，CMO，CPT，中国のBOE，Hydis，SVG

等のような世界１０大 LCD生産メーカーに装

備を納品している。現在この会社は約８０余名

の社員と１０余名の海外現地社員を率る世界的

な技術競争力を有する技術ベンチャーに成長し

た。こうしたパク・ヒジェ教授の創業事例は，

ソウル大学の創業支援制度と大学院研究室の源

泉技術が結合した代表的な成功事例として評価

されている。

一方，ソウル大学では技術移転および知的財

産権の管理のために技術移転担当組織である

「財団法人ソウル大学産学協力財団」が２００３年

３月に発足して，教授らの特許業務を担当して

いる。この財団は特許権，著作権，商標権，そ

の他の知的財産権の保護とその社会的利用を活

性化し，大学と企業の間の産学協力を強化する

ことを目的としている。ソウル大学の規定によ

ると，特許出願および技術移転時に該当教授に

支給されている収益は次の通りである。収益が

２千万ウォン以下である場合は収益の全額を支

給し，収益が２千万ウォンを超え１億ウォン以

下である場合は２千万ウォンを提供し２千万

ウォンを超過する金額については７０％を支給

する。そして収益が１億ウォンを超える場合は

７千６百万ウォンを提供し１億ウォンを超える

金額については６０％を支給するというもので

ある。２００９年の資料によると，ソウル大学工

学部教授の産業財産権の中で，個人名義で出願

（５３７件）および登録（１２７件）した特許権のう

ち，産学協力財団に譲渡した件数が９０件に達

しているという。これを基に，ソウル大学は技

術移転・事業化を積極的に推進しており，最近

３件の技術移転契約を締結する等，知的財産権

の事業化と管理体系において代表的な事例とし

て評価されている（＜図表３１＞参考）。

●浦項工科大学

研究中心大学を標榜する浦項工科大学は，企

業の技術開発を積極的に支援するための制度と

して基礎科学研究費支援事業を行っている。優

秀な科学技術教育と企業共同研究をリードする

ためには，大学の基礎科学に関する研究と支援

が不可欠という判断の下，＜図表３２＞のよう

に毎年基礎科学研究費を支援している。

こうした研究費支援制度のほかにも，外部機

関から多様な支援事業を通して研究センターを

２０１２．３ ハイテックスタートアップス（HS）支援の現状と課題 金 313121（ ）
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設置したが，現在運営中の外部機関指定優秀研

究センターの状況を見ると，全３９センターの

うち基礎科学分野の研究所が２５箇所で，６５％

を占めている（＜図表３３＞参考）。

一方，浦項工大はこうした研究結果の企業移

転を活性化するために技術移転センターを運営

しており，開校初期から技術移転業務の活性化

のために「職務発明規定」を制定，運営してい

る。そして知的財産権に対する効率的な管理と

技術移転活性化のために，技術取引専門機関と

業務提携を通じて技術移転，アウトソーシング

等，移転業務の効率性を最大限にすべく追求し

ている。大学技術移転センターの技術移転実績

は＜図表３４＞の通りである。

これとともに，浦項工大は＜図表３５＞のよ

うに研究結果の実用化のためにポステク技術投

区 分 ２００７年 ２００８年 ２００９年 合 計

技術移転契約の件数 ５３ ５６ ９０ １９９

特許件数 ５１４ ８１２ ６６４ １,９９０

資料：２０１０年大学産学協力白書

＜図表３１＞ ソウル大学の技術移転および特許件数

（単位：百万ウォン）

区 分 数学 物理 化学 生命 新素材
産業
工学

電子
コンピュータ
工学

化学
工学

環境 合計

１９９９年 ８２ ２１５ ２３１ １３６ ４２ ４４ ７５０

２０００年 ２８ １９９ ２２６ １８９ ６５ ４３ ７５０

２００１年 １５ ２３８ １０２ ２００ ８４ ４２ ５０ ７３１

２００２年 ３９ １２７ ８０ １２５ ９９ １０ １５ １５ ５１０

＜図表３２＞ 浦項工科大学の基礎研究費支援状況

区 分 数学 物理 化学 生命 新素材 機械
産業
工学

電子
コンピュータ
工学

化学
工学

合計

１９９９年 １ ２ ４ ７

２０００年 １ １ １ １ ４

２００１年 ２ ５ ８ ５ ４ １ ２ １ ２８

２００２年 １ ４ ８ １２ ６ ４ １ ２ １ ３９

＜図表３３＞ 外部機関指定浦項工大研究センター（２００３年５月基準）

区 分 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 合 計

技術移転契約（件） ５ １０ １０ １５ １８ ５８

ロイヤリティー収入（億ウォン） ２.５５ ２.０３ ２.１５ ８.０１ ４.５６ １９.３

資料：浦項工大未来情報技術事業団

＜図表３４＞ 浦項工大技術移転センターの技術移転実績

経 済 学 研 究 ６１－４314122（ ）
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浦項工大
研究結果

技術諮問
施設支援
情報提供

（株）POSTEC
技術投資 ベンチャー企業

（株）インターベンチャー

有望ベンチャー
企業斡旋

利益還元

投資

投資

専門機関
（分野別AGENT）

POSTEC
創業保育センター

既存企業

技術斡旋・仲介

技術移転

利益還元

Royalty

協定対決

保育

相互協力

SPIN-OFF

資�とポステク創業育成センターを運営してい
るが，これは他の大学では見られない唯一の事

例として評価されている。国内最初のベン

チャー企業投資・支援企業であるポステク技術

投資�は，浦項製鉄が２百億ウォンを投資して
１９９７年に浦項工大のなかに設立し，運営は浦

項工大が担当している。ポステク技術投資�は
浦項工大２００名余りの教授陣と外部専門家たち

がベンチャー企業の技術を高く評価し，専門ベ

ンチャーコンサルティング会社を通して経営管

理を支援し，関連機関との協力を通してマーケ

ティングを支援している。また海外ベンチャー

キャピタルとの協力体制を構築して国内ベン

チャー企業の海外進出も推進しており，過去１０

余年間蓄積してきた技術を商業化させる目的で

設立したポステク操業育成センターと連携し

て，有望ベンチャー企業を発掘・育成してい

る。そして�インターベンチャーと協力体制を
構築して，法律と行政，税務，会計，流通，経

営戦略等の分野に関する総合コンサルティング

サービスを提供している。こうした努力を通し

て，浦項工大は大学を技術革新の中心地にする

ための支援政策においてもベンチャーキャピタ

ルの先進モデルを提示している。こうした技術

金融を基盤にして，浦項工大は創業育成セン

ターが独立した建物ではなく既存の大学建物の

空間を最大限活用，各建物別空間に業種別連係

性のある企業を入居させて，浦項工大教授およ

び大学院生から技術的諮問と人材支援を受ける

ようにすることによって，育成効果を最大限引

き出している。

●原州医療機器クラスター

医療機器クラスターを初めて提案した延世大

学の医工学科は，１９７９年にアジアで最初に同

分野の研究を始めて以降，多くの研究人材（４２０

名）を輩出し，１９９５年には医工学研究所が開所

して，医療機器産業の研究開発と技術革新を全

面的に担当している。常任研究員４５名，補助

研究員３０名，国内外諮問委員１０名で構成され

る同研究所は，国内最高の研究開発水準を認め

られており，持続的な研究実績を通して医療機

器クラスター発展の元になった。

医療計測およびリハビリ工学研究センター

は，延世大学，原州市および江原道が保有して

いる医療電子機器関連施設（延世大学医工学研

究所，原州テクノパーク創業育成センター，医

療機器集団化生産団地）と先端機資材を利用し

て，産学官の間の有機的な協力を創出してい

る。また，大学が保有している基礎および応用

＜図表３５＞ 浦項工科大学の創業支援モデル（朴ドン（２００４））
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技術を地域産業界に移転・普及することによっ

て，地域の競争力ある先端産業の発展と国家競

争力の強化を図ってきた。

こうした目的を遂行するために，延世大学を

含む原州地域の大学は，医療電子機器産業の共

通基盤技術と関連商品化研究結果を産業界に移

転・普及し，高級研究人材の持続的な養成と供

給を通して医療電子機器産業の技術水準を高め

てきた。そして，超高速情報通信網を通した国

内外の医療機器産業に関する情報を迅速に提供

し，開発された医療電子機器製品の国際認証獲

得のための技術および情報を提供している。ま

た，産学協力のための技術開発基盤を構築して

地域医療電子機器企業が先進国水準の商品化技

術を確保するように育成することによって，国

家医療機器産業の国際競争力の強化を推進して

きた。

こうした原州医療機器クラスターの主な構成

主体を見ると，次の通りである。

第一に，原州医療機器テクノパークがある。

事業の推進過程を見ると，１９９７年に原州医療

電子テクノパーク造成事業協定を原州市，延世

大，サンジ大，ハルラ大，江原異業種交流会連

合会，原州商工会議所の間で締結した。次いで

原州医療電子テクノパーク造成事業実務運営委

員会を組織し事業計画を発表した。１９９８年に

は原州医療電子テクノパーク推進協議会を開催

した。

第二に，原州テクノパーク研究センターがあ

る。大学の研究活動を促進するために延世大学

内にテクノパークを設立して，企業に対する新

技術および研究開発を支援している。研究開発

と試作品生産，品質検査のための先端装備を支

援し，超高速通信網の設置，情報データベース

の運営，延世大学コンピュータ・ネットワーク

接続等，先端情報ネットワークの構築を通した

情報化も支援した。特に，企業に医療機器関連

最新情報の提供，企業の難技術に対する国内外

機関との連携，試作品製作のための器具設計お

よび製作支援，動物実験のための実験環境の提

供，国際共同研究を通した新技術導入等，企業

の技術革新を側面支援するのにも多大な努力を

行っている。また，産学研究基盤の上に養成さ

れた人材を企業に提供する等，企業の基本的な

体質変化にも力を注いだ。特に，医療機器の特

性上臨床実験が重要であるが，地域内漢方病院

を含む総合病院の助けを受けて臨床実験を支援

する等，開発と品目許可，海外認証のための総

合的な支援を実施した。さらには共同出資によ

る専門販売会社を設立して，マーケティングも

支援する等，企業が創業して市場に根をおろす

まで総体的な努力を惜しんでいない。

第三に，試験創業育成センターは１９９８年５

月１８日に原州市に設立された。規模は小さい

が入居企業を中心にした異業種交流会が設立さ

れ，企業間連携活動も推進されている。活動お

よび支援内訳としては，試作品開発のための器

具設計および製作支援，技術および経営指導，

卒業後の生産施設斡旋および提供，産業デザイ

ンを通した試作品設計および製作支援のほか

に，コピー機とファックス，視聴覚機資材サー

ビス等の事務支援と医療機器品目の許可，工場

登録等のための行政支援，研究開発資金や政府

資本，ベンチャー資本，自己資金支援制度の確

保等，金融支援，マーケティングのための広報

支援等，総合的な支援制度を備えている（＜図

表３６＞参考）。

第四に，集団化生産団地がある。原州医療機

器クラスターは創業企業の成長により企業の量

産を支援するために，公団内３,１５０坪規模の建
物を確保し，�ユニオン電子の敷地１２,０００坪
を買いとり，医療機器集団化生産施設を確保し

た。活動および支援内訳としては，協力企業の

誘致を通した円滑な生産支援，共同会議室とセ

ミナー室の確保を通した投資負担の減少，共同

部品の購入，常設展示館の設置を通した商品広

報支援，法律および税制支援，倉庫および物流

支援，広報支援，事務空間の共有支援，全国的

な技術人材のプールを通した実質的技術指導が

ある。そして，中小企業振興公団との協力によ

経 済 学 研 究 ６１－４316124（ ）
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り，技術諮問支援も行う（中小企業振興公団７０

％，テクノパーク支援団２１％，企業９％負

担）。このほかに定期的技術セミナーを通した

支援，基盤技術研究による共通技術プール制を

通した支援，入居企業が参加する販売法人設立

を通した支援，デザイン包装振興院との協力関

係を通した商品化支援，マーケティング活動の

ための国際医療機展示会（KIMMES）専用ブー

スの設置とMEDICA専用館の設置等，企業が

必要とする多様な支援制度を提供するための努

力を実施している（＜図表３７＞参考）。

結果的に医療電子機器産業を集中育成するに

あたって主導的な役割を果たした延世大学原州

キャンパスは，医療工学分野において世界的な

企業名 主な研究分野 備考

�韓国光通信 光通信分野，Fiber sensor，極細内視鏡Arterial blood gas analyzer 優秀中小企業

�東洋メディカル X‐ray film processor
ベンチャー企業
GDマーク

�カルスメディカル 電気手術機，血液透析器 Infusion pump，Dual mode syringe pump ISO９００１認証獲得

�中外メディカル Digital incubator，手術台，手術等放射線診断装置，乳児加温診療
装置

�未来エンジニアリング EEG，EP/EMG，Module 型 polygraph 技術革新賞受賞

�メディアナ 患者監視装置，黄疸治療機 ベンチャー企業

�東西ハイテク Vital monitor，SpO２

オディソン 低周波治療機，漢方医療機器 創業企業

メディスコ 電気刺激機，物理治療機 創業企業

バイオトロン IV controller 創業企業

�メディゲート
ECG analyzer，HOLTER recorder，Stress EGC，Cardiology Infor-
mation system，Apnea monitor，Body composition analyzer，Tele
‐medicine

テチャン創業育成
センター入居

＜図表３６＞ 創業育成センター入居企業の状況（朴ドン（２００４））

参加企業 関心分野 協力および教育策

㈱ヒューマンテク リハビリ医療機器 ・産学協力研究

㈱メディアナ 黄疸治療機および患者監視装置の生産 －共同研究

㈱東洋メディカル X-ray film processor 生産 －委託研究

㈱韓国光通信 光ケーブル，Connector 生産 －派遣研究

㈱メタテク 股関節薄膜コーティングおよび血管用 stent ・基礎戦略研究

㈱ティー・ケー・エム 整形外科関連装備 ・産学学位課程

㈱東西ハイテク交易 応急医療装備，特殊医療用寝台の販売 ・短期委託教育

㈱KCP SST CPR 装備 －派遣研究

バイオトロン 携帯用筋疲労測定機 －技術/管理訓練

㈱ヒョヌマイクロ コンピュータおよび情報通信 －技術講座

㈱ハイコムデータシステム 病院処方伝達システム －技術情報提供

＜図表３７＞ 企業の関心分野および協力方案（朴ドン（２００４））
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大学に飛躍するための基盤を築く事になった。

また日本の群馬県等，外国でも原州市と延世大

学を地域大学と地方自治体との協力発展モデル

としてベンチマークする等，成功的なモデルと

しての評価を受けている。

４．終わりに

本稿は，二つの大きなテーマに分かれて記述

されている。つまり，韓国のベンチャー産業の

発展史と主要現況を記述したパーツと韓国の

HS関連研究機関の実態調査に関するパーツと

に分かれている。

まず，本稿では韓国におけるベンチャー企業

の定義を紹介した。それぞれの国によってベン

チャー企業に対する定義は異なるものの，韓国

におけるベンチャー企業の定義は韓国政府の

「ベンチャー企業育成に関する特別措置法」に

よって定められている。しかし，このような定

義はベンチャー企業を形式的に定めることはで

きても企業そのものがベンチャー精神（起業家

活動）に富んでいるかどうかを判断する材料に

はならないところに留意する必要がある。

一方，韓国のベンチャー産業は胎動期，成長

期，跳躍期，調整期を経て発展してきた。

まず，胎動期は韓国の第一世代ベンチャー企

業が登場した１９８６年から１９９５年までを指す。

この時期は，主にKISTや KAIST，ソウル大

学の工学部を中心に技術力とアイディアをもっ

て創業するケースと大企業や中小企業からスピ

ンオフして創業するケースが多かった。

最初は，韓国政府のベンチャー支援策やベン

チャーキャピタル（VC），ビジネスエンジェ

ル，コスダック（KOSDAQ）などはそれほど活

性化していなかったため，ベンチャー企業は資

金調達の面で非常に苦労していた。しかし，

１９８０年代中盤からは中小企業発展や地方と都

心部の均衡発展，知識基盤社会への移行への取

り組みのためのさまざまな政府支援策が発表さ

れ，技術開発可能性と成長潜在力の大きいベン

チャー企業に対する支援が大きく強化された。

成長期（１９９６年～１９９８年）に入り，VC，コス

ダック，ビジネスインキュベーション（BI）な

どのベンチャー産業成長に必要な成長基盤が韓

国政府によって整えられた。ベンチャー起業家

が中心となって設立したKOVA（Korea Ven-

ture Association）はベンチャー企業関連政策開

発に寄与した。また，「ベンチャー企業育成に

関する特別措置法」など技術力はあるが，担保

力がない企業に対する融資システム確立を含む

ベンチャー企業の資金調達に関するさまざまな

工夫が続いた。このような韓国政府の積極的で

直接的な支援政策は短期間でベンチャー産業を

高速成長させた一面もあるが，コスダック市場

の未整備から不安を感じた一般投資家の投資活

動が芳しくなかったことは韓国政府の直接的な

ベンチャー支援政策の限界を表す現象であった

といえよう。

跳躍期（１９９９年～２０００年）は，民間部門の積

極的なベンチャー産業への関心と投資が始まっ

た時期であり，下記のような五つの特徴があっ

た。

�全体的なベンチャー産業循環の枠組みが形
を現し始めた。�韓国政府はベンチャー産業の
すべての活動を主導する中心リーダーではな

く，民間部門と同調する体系を維持しながらベ

ンチャー企業を後援する形態へとその役割が変

貌した。�コスダック市場の好況と第三市場の
開設は多様な民間ベンチャー投資家の投資を誘

発し，彼らの投資指向を攻撃的にする一助と

なった。�政府はベンチャー企業の海外進出を
図るために，海外ベンチャー投資家を国内ベン

チャー企業に投資するよう積極的な外国人投資

誘致政策を実施した。�大学，研究所，大企業
等を主軸にベンチャー企業創業が活性化され

た。

調整期（２０００年～２００５年）は，ベンチャー企

業のモラルハザード問題，不正腐敗問題，無意

味な多角化などが原因で，急速に成長したコス

ダック市場が崩壊してしまう時期である。勿

経 済 学 研 究 ６１－４318126（ ）

�������	
�	���
������������
������������� 
!��"#$ 2012.02.20 13.01.45 Page 126



論，なかには，持続成長，危機克服，新規浮

上，実績急落の４つのパターンに分かれるなど

ベンチャー企業によってその明暗が分かれる傾

向となった。しかし，韓国のベンチャー産業を

取り巻く生態系はその完全な回復には時間がか

かる見込みである。

再跳躍期（２００６年～現在）は，ベンチャー再

跳躍政策がベンチャー業界を復活させる一定の

役割を果たし，ベンチャー企業が再び増加する

ことに繋がった。しかし今後はベンチャー企業

の数だけではなく，競争力を持ったベンチャー

企業が数多く出現をする等の量的，質的成長が

求められている。

他方，本稿では韓国ベンチャー産業の主要現

況を，一般現況，経営者特性，経営成果，技術

特性，海外進出現況に分けて記述した。

まず，２００１年度まで爆発的に増加したベン

チャー企業数は，ベンチャーバブル崩壊後，急

激に減少したが，最近その数は再び増加しつつ

ある。ベンチャー企業の種類だが，新技術を

もって創業した製造企業の数が圧倒的に多い。

地域的にはソウル，京畿道，仁川，忠南（大

田，大徳地域）に密集している。

韓国の創業者の中身だが，年齢は３０～４０代

がもっとも多く，学歴の面では，学士出身が５０

％位，修士・博士出身の創業が全体の３７％近

くを占めている。さらに，民間企業からのスピ

ンオフが全体の７２％位，民間公共部門研究所

出身が９％位，大学発ベンチャー（教授出身）が

６％くらいで圧倒的に民間部門からの創業が多

い。

経営成果の面では全体的に売上高は持続的に

伸びているものの，原価および販売管理費の上

昇のために営業利益は改善されていないのが現

実である。

事業分野としては ITが全体の５１％でもっ

とも多く，そのほかにも環境技術，ナノテッ

ク，コンテンツ技術分野など事業分野は多岐に

渡っていた。また，全体の４５％くらいの企業

が海外進出をしていることから，国内市場が非

常に狭いために創業当時から国際化を意識した

企業が多いことが把握できる。

本稿のもう一つの大きなテーマとして韓国の

政府外郭研究機関・民間研究機関の発展過程と

研究機関および大学発ベンチャー企業に関する

記述があげられる。本稿では，まず政府外郭研

究機関の発展過程を１９６０年代に設立された韓

国科学技術院（KIST）をはじめに時系列的に整

理し，現在の政府傘下（外郭）研究機関の実体を

詳細に紹介した。

政府外郭研究機関発ベンチャーの具体的な事

例としてETRI（韓国電子通信研究院：国務総

理大臣室傘下）のケースを取り上げ，具体的に

記述した。ETRI は設立以来，韓国でもっとも

多くの技術を外部に移転した機関として知らさ

れている。その技術移転には経済的な価値とし

て換算できる部分と出来ない部分とが含まれて

いるが，ETRI が韓国 IT産業の発展の牽引役

を果たしたことに異議を唱える人はいないだろ

う。ETRI は EVA（ETRI VENTURE ASSO-

CIATION）を結成し，さらには創業発掘と活性

化のためにファンドの造成，創業支援センター

の設立など快適な創業環境を構築してETRI 発

ベンチャー企業に提供してきた。その結果，今

まで２６０社以上の企業が独立し，４万名以上の

雇用効果と７,０００億ウォン以上の売上成果を
マークしていることから韓国経済にさまざまな

貢献をしていると言っても過言ではない。

次に民間研究機関の実態調査のところでは，

民間研究機関の基本現況が記述された。特に先

進国の場合，大学に対して総研究開発費の１４～

２０％を投資して研究実績の質的向上を目指し

ている反面，韓国の総研究開発費のなかで大学

研究比重はOECD会員国の中の最下位（２７位）

である。大学内技術移転センターの不在，特許

政策の未整備など基礎科学研究を通じて確保し

た源泉技術など核心研究成果を活用するための

政策が早急に要請されている。

一方，教授，研究所のベンチャー企業創業の

実体として，「ベンチャー企業育成に関する特

２０１２．３ ハイテックスタートアップス（HS）支援の現状と課題 金 319127（ ）
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別措置法」の改定（１９９８,１２.３０）によって教授・研
究員のベンチャー創業制度が実施されてから大

学や研究所の研究成果を迅速に事業化・商品化

できる基盤は整った。教授や研究員は予備ベン

チャー企業確認と兼任，兼職，休職許可さえあ

ればいつでもベンチャー企業が起こせるように

なった。さらに所属機関長の確認・許可さえあ

れば大学や研究機関の実験室や事務室を事業場

や工場として利用することも可能である。補償

の側面においても，ストックオプションの範囲

を拡大して外部人力や法人にも許容した。つま

り，大学や研究機関が研究結果や技術の移転の

対価として技術料をもらったり株式購入選択権

を譲渡してもらったりすることが可能になっ

た。

他方，本稿では民間研究機関発のベンチャー

創業の具体的な事例としてソウル大学，浦項工

科大学，原州医療機器クラスターのケースを取

り上げ，具体的に記述した。

ソウル大学は１９９８年から大学研究室に対す

る創業支援をスタートし，４年余りで２００社以

上のベンチャーを創出した。その背景には技術

移転および知的財産権の管理のための専門組織

である「財団法人ソウル大学協力財団」がある。

ソウル大学はこの組織を中心に技術移転・事業

化を積極的に推進している。

また，浦項工科大学では技術開発を積極的に

支援するために基礎科学研究費支援事業を行っ

ている。そのほかにも外部機関と連携して各種

研究センターを設立して運営している。さらに

研究結果の効果的な移転を目指して大学技術移

転センターを運営するとともに，研究結果の実

用化に向けて POSTEC技術投資，POSTEC創

業保育センターを運営するなど専門ベンチャー

コンサルティング会社，VC（VENTURE CAPI-

TAL）との連携を図っている点が特徴的であ

る。

原州医療機器クラスターは国内最高水準の研

究開発能力を活かして江原道地域の医療電子機

器関連施設と先端機材を利用して産学官の有機

的な協力に基づいたベンチャー産業創造を通じ

て地域・国家の競争力強化を推進してきた。原

州医療機器クラスターを担っている主な構成主

体は原州医療機器テクノパーク，原州テクノ

パーク研究センター，試験創業育成センター，

集団化生産基地などがあげられるが，結果的に

その主導的な役割を担った延世大学の原州キャ

ンパスが世界的な大学に発展するきっかけと

なった。

以上，本稿で論じてきた，韓国のベンチャー

産業の発展史と主要現況および韓国のHS関連

研究機関の実態調査に関して要約を行ったが，

韓国政府のベンチャー企業支援策やHS関連機

関の企業家輩出システムはさまざまな問題を抱

えている。韓国政府は２００４年度財政経済部ブ

リーフィングにおいて，２００５年がベンチャー

企業活性化の元年になるように政策的努力を集

中すると宣言した。過去，ベンチャー企業の活

性化のための人為的かつ無理な政策策定および

実行がベンチャー企業の乱立を招き，エンジェ

ル投資家（Business Angel）の莫大な損失やVC

の没落，BI の衰退の直接的な原因となり，コ

スダック市場が崩壊寸前まで至ってしまった。

韓国政府がこのたび発表したベンチャー支援政

策には資金・税制支援，ベンチャー敗者復活プ

ログラムなどのセイフティネット整備，コス

ダック参入要件緩和が含まれている。また，担

保力がないベンチャー企業の技術成長性を見込

んだ貸出が可能なシステム作りに努めている。

しかし，韓国のベンチャー企業育成策の問題点

はさまざまなところに散在している。

まず，ベンチャー企業や起業家本人の倫理的

な問題が挙げられる。韓国にはリタワーテック

事件を始め，さまざまなベンチャー企業関連不

祥事が相次ぎ，技術力よりロビー力が強いベン

チャー企業が生き残るという不信感が蔓延して

いる。尚明大学の崔種旭教授（MarkAny（株）代

表取締役を兼任）は「韓国政府のベンチャー企業

長寿舞台づくりがベンチャー産業を駄目にす

る。」と強烈に批判している。特に技術力の格差
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が著しくない分野においては技術力の優位より

金融支援をできるだけたくさん受けて残存者利

益を享受したほうがいいという発想が支配的で

ある。そのためには技術開発よりロビー能力，

関連機関に提出する書類作成などが大事である

ため，人脈作り，書類作成を担当してくれるブ

ローカーの動きが感知されているのが現実であ

る。

また，一部のベンチャー企業関係者はベン

チャー企業の技術性を評価する韓国政府の客観

的な基準適用および技術力と資金支援との関係

性について問題を提起している。崔代表取締役

は話の中で，「ソフトポティのキホチョル取締

役は，『韓国政府がお金を貸すときの判断基準

は二つしかありません。それは技術性と事業性

評価です。しかし，技術性を評価して資金を提

供してくれるという話は信頼していないのが韓

国のベンチャー産業の現実です。』と言及してい

ます。」と述べた。ベンチャー企業の技術のすべ

ては公開できないことと，特許申請などで２－

３年待っている間に既に古い技術になってしま

うのが現状であるためにベンチャー企業が積極

的に特許出願をしていないのが現実である。

HUMAXの李ヨンフン取締役およびMarkAny

の崔代表取締役は特許出願とビジネス展開の関

係性について次のように言及している。「特許

出願の意味って何でしょうか。特許があればそ

のビジネスに誰も参入できないものでしょう

か。ビジネス全体をカバーする特許そのものが

少ないことと巧妙に特許との境界を意識したビ

ジネス展開（特許に抵触しない範囲でのビジネ

ス展開）はいくらでも可能です。」

むしろ，韓国政府の資金援助やコスダック市

場参入障壁の緩和などの直接的な支援政策より

間接的なベンチャー生態系の活性化政策が重要

であると指摘する見解も多い。つまり，マーケ

ティング力がないため海外進出が出来ないベン

チャー企業に対する販路支援，コスダックに登

録しているベンチャー企業間のM&Aの活性

化（税制問題，株主総訴訟問題）の促進など，さ

まざな支援体制が整わない限り，ベンチャー企

業の活性化問題は根本的に解決できないだろ

う。

まとめると，韓国政府は従来の直接的で短期

的なベンチャー育成策から脱皮し，政策の基本

方向を産学官連携，クラスター化，企業間ネッ

トワークおよび提携強化，研究開発人力の移動

および流動性強化など間接的なベンチャー企業

支援政策（ベンチャー企業のための環境の整備）

へと方向転換を行う必要があるといえよう。
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